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Ⅰ　はじめに

わが国ではいわゆる科学的証拠としてのポリ
グラフ検査技術については1953年（昭和28年）
以降、科学警察研究所心理学研究室が中心とな
ってアメリカから購入したキーラーポリグラフ
の検討を中心に器械の改良、国産化の開発が進
められた結果、1958年から各都道府県警察にお
いて捜査のために採用され、広く利用されるこ
ととなった 1）。そして最高裁昭和43年決定 2）

が刑訴326条1項の同意のあったポリグラフ検査
結果回答書について初めてその証拠能力を肯定
したため、公判でも被告人有罪の証拠として用
いられうることとなった。同決定は「原審が…
…その作成されたときの情況等を考慮したう
え、相当と認めて、証拠能力を肯定したのは正
当である」と括弧書きで判示したにとどまるい
わゆる事例判例である。しかし、ポリグラフ検
査結果回答書の証拠能力については争いがあり
下級審判例も区々に分かれていただけに、最高
裁が初めてそれを肯定した意義は大きい。もっ
とも、ポリグラフ検査技術はアメリカから導入
されたものであるが、その科学性や正確度に大
きな差異がある「2方式の技術（捜査方法）が
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あり、ともに基礎理論が確立しているものでな
かった」にもかかわらず、警察はこれらの科学
性について十分に検討することなく「アメリカ
から導入した模倣技術そのままを第1線での警
察で採用した。」ポリグラフ検査には「対照質
問法」と「緊張最高点質問法」の2つの技術が
あり、前者は被検査者（被疑者）の犯行全体に
関する供述の真偽を総合的に検討して有罪意識
の有無を判定するのに対し、後者は被検査者の
具体的事実に関する供述の真偽を個別的に検討
し特定事実に関する認識の有無を判定する方法
で、検査方法等が全く異なる 3）。ところが従前
のわが国では両検査を区別せずその検査結果を
同一視してきた。例えば、前記最高裁昭和43年
決定にかかわる検査事例は「対照質問法と緊張
最高点質問法が用いられ、緊張最高点質問法の
質問構成及び判定の原則が厳守されていない、
被検査者の体調不良を無視して検査が行われ
た、検査実施状況の不当が訴えられているのに
録音テープの取調べが行われていない、など杜
撰なものであった。従って、最高裁判例は不適
当な検査事例による評価であり、今一度適切な
検査事例による見直しが必要ではないか 4）」と
の批判がなされていたのである。
ところで、合衆国最高裁は1998年3月31日の

シェファ判決 5）において、証人台に立った被
告人（軍人）の法廷証言が嘘であると弾劾され
たのでそれに反駁するため「対照質問法」によ
る自己に有利なポリグラフ検査結果の証拠とし
ての許容性を求めたところポリグラフ関連証拠
の許容性を一切否定する軍事証拠規則707条の
規定を根拠に退けられた事案につき、ポリグラ
フ検査の信頼性については学界でのコンセンサ
スはなく判例も分かれていることを理由に、同
規則707条は被告人に有利な証人喚問請求権を
認める合衆国憲法第6修正に違反しない旨の判
断を示した。わが国ではポリグラフ検査専門家
の中でも、対照質問法の正確度については「そ
の科学性が認められず」もっぱら緊張最高点質
問法によるポリグラフ検査を実施すべきである
との主張 6）と、両検査方法を併列的に取り扱
いつつ、むしろ対照質問法の方を重視し「対照

質問法の基本的構成内容や判定方法については
（アメリカ方式を）そのまま採用しても問題が
ない」との主張 7）が対立していた。さらに米
国の判例が1923年以来一貫してポリグラフ検査
結果の証拠能力を否定していることに対して
は、わが国の検査実務の現状とは異なり、検査
に使用される器械、検査技術、検査者の資格等
についても確立した統一的基準はなく「いわば
野放し」であり、さらに素人の陪審が偏見や混
乱に陥る危険があるなどの理由に基づくもので
あるから、「アメリカのポリグラフ検査の実情
や州最高裁の判例を根拠に、それをそのままわ
が国のポリグラフ検査に当てはめようとする見
解はわが国の実務の沿革、現状を無視したもの
であって、妥当であるとはいえない 8）」との批
判がある。また同様に日米の相違点を強調しつ
つ、「アメリカにおけるポリグラフ検査結果に
対する法的地位は、わずかな情報に基づいて本
邦に報告されていた内容とはかなり異なる状況
にあることは明らかである。アメリカの法曹界
ひいては法廷は彼ら独自の判断でポリグラフ検
査の積極的承認に向かっての評価を試みている
のが実情である9）」との同旨の批判もある。
このようにわが国ではポリグラフ検査専門家

の中でも対照質問法と緊張最高点質問法のどち
らを重視すべきかについて争いがあったが、
2006年から全国の警察で緊張最高点質問法に統
一されたという。すなわち「質問法についても、
米国にならい、対照質問法と緊張最高点質問法
の双方を実施してきた。しかし前者に関しては
種々の批判があり、実務においても後者が主流
となり、前者は補充的に併用するにとどまって
いた。警察では、かかる状況を踏まえ、平成18
年にポリグラフ検査取扱要綱を改正し、現在で
は、対照質問法は用いていない 10）」というの
である。
本稿は、このような新しい情報に接し、ポリ

グラフ検査に関する旧稿 11）を全面的に加筆修
正し、あらためてアメリカ法と対比しつつ、科
学的証拠としてのポリグラフ検査の許容性につ
いていささかの検討を加えようとするものであ
る。なお、「対照質問法の問題や検査に関する
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正確な理解に基づく議論」の必要性を訴え続け
てこられた大西一雄氏 12）は一昨年（2007年）
10月逝去された。私事にわたるが、一昔前に偶
然、同氏のポリグラフ検査を見学する機会があ
り、それ以降、何度も直接お目にかかり酒食を
ともにしたことがある。一貫して強調されたの
は、最高裁昭和43年決定は余りにも杜撰であり、
とりわけ原理が全く異なる対照質問法と緊張最
高点質問法とを区別していないという批判だっ
た。今回はからずも大西一雄氏の長年にわたる
主張であった、ポリグラフ検査取扱要綱を改正
して対照質問法は用いないことにしたとの前記
指摘に接し、やや体調を崩された数年前に、ポ
リグラフ鑑定証人としてのぼう大な関連記録を
筆者に託された同氏への筆者なりの追悼の意を
こめて、ポリグラフ検査をめぐる昭和43年決定
および学説の問題点につきあらためて詳細に検
討することにした次第である。

Ⅱ　わが国の問題状況

ポリグラフ検査（polygraph technique）は人
間の意思とは無関係に働く自律神経による呼
吸、皮膚電気反射、血圧脈波など多くの生理現
象をポリグラフ（同時記録器）で記録し、これ
を分析して被験者の供述の真偽の判断に供する
ものである。人が意識的にうそをつくとき、一
般に非常に微妙な精神的動揺が伴い、生理的変
化が生ずることに着眼し、アメリカで応用、開
発されたものである 13）。前述のようにわが国
では1953年以降、科学警察研究所心理学研究室
が中心になって、被疑者の供述の真偽を科学的
方法によって明らかにするため、アメリカから
購入したキーラーポリグラフの検討を中心に器
械の改良、国産化、技術の開発が進められた結
果、3年後の1956年から各都道府県警察におい
て、ポリグラフ検査技術が採用され、広く利用
されるようになった。そして最高裁昭和43年
（1968年）決定以降、ポリグラフ検査結果回答
書の証拠能力を肯定することは実務上確立して
いるが、学説上はなお見解が分かれており、と
りわけポリグラフ検査の法的性格すなわち供述

証拠か非供述証拠かをめぐり争いがある。こと
の本質はポリグラフ検査にも黙秘権の保障が及
ぶかという点にあるが 14）、いずれの見解も黙
秘権の放棄を認め、あるいは被検査者の同意を
要件としているため、実際面において大きな相
違はないとされている。しかしながら、ことは
ポリグラフの本質にかかわる問題であるだけ
に、検査の実施要件などをめぐり重要な差異を
生じかねず 15）、あらためて一層の検討がなさ
れてしかるべき問題であるといってよい。
そこで以下、順序としてひとまず、右最高裁

決定を紹介し、学説の反応を概観した後、三重
県伊勢市内での女性記者失踪事件を紹介したう
えで、わが国でのポリグラフ検査をめぐる問題
点を指摘することとしたい。

１　最高裁昭和43年決定

被告人は、かねて懇意であった隣人Ａの夫Ｂ
名義の定額郵便貯金証書1枚（額面10万円）を
窃取し、その受領書欄にＢの氏名を記入しＢと
刻した印鑑を押捺して払戻受領書を偽造し、Ｂ
方から持ち出した米穀類購入通帳を示しなが
ら、これを係員に提出して行使し、払戻金員の
うち3万円をＢ名義の定額郵便貯金にしてもら
いたい旨述べ、額面3万円の定額郵便貯金証書1
枚および現金76,396円の交付を受けてこれを騙
取したとして起訴された。
被告人は捜査段階で、郵便監察官Ｐの昭和39

年2月14日の取調べに対し自白したが、その後
は否認を続け、自白はＰの誘導による虚偽供述
であり、Ａが夫Ｂに内緒で貯金をおろすに当た
り、同人が無筆に近いため、その依頼に応じて
Ｂの氏名を代筆したにすぎないと主張した。他
方、Ａはこれを全面的に否定した。捜査官は、
両名の希望により、ポリグラフ検査を実施し、
同年4月13日付けおよび同14日付け検査者Ｓに
よる各検査結果回答書が作成された。第1審公
判においても対立状態が続いたため、検察官は、
被告人の主張が虚偽であり、Ａの供述は信用で
きるという趣旨の前記回答書2通について、刑
事訴訟法321条4項の書面として証拠調べの請求
をするとともに、Ｓを証人として申請した。第
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1審裁判所（東京地八王子支判昭和41･12･19刑
集22巻2号62頁参照）は、同証人を取り調べた
あと被告人側が証拠とすることに同意したの
で、回答書2通を証拠として採用したうえ、被
告人を有罪と認定し、その証拠の標目中に同回
答書を掲げた。
弁護人は、「ポリグラフ検査結果の確実性は

未だ科学的に承認されていないから、これらは
すべて刑事裁判の本質に照らし、証拠能力を有
しない」、第1審判決がこれを証拠としたのは誤
ってる等と主張して控訴したところ、控訴審
（東京高判昭和42･7･26高刑集20巻4号471頁）は、
「ポリグラフ検査の経過及び結果に関する各証
拠をまつまでもなく、被告人の所為にかかる原
判示……の各事実を優に肯認」できるとしたう
えで、検査結果回答書について次のように判示
した。すなわち、「これらは、いずれも原審に
おいて検察官が、刑事訴訟法第321条第4項所定
の書面としてその取調を請求し、被告人側にお
いて、これを証拠とすることに同意したもので
あり、且つ……原審証人Ｓの供述に徴し、各書
面はいずれも検査者が自ら実施した各ポリグラ
フ検査の経過及び結果を忠実に記載して作成し
たものであること、検査者は検査に必要な技術
と経験とを有する適格者であったこと、各検査
に使用された器具の性能及び操作技術から見
て、その検査結果は信頼性あるものであること
が窺われ、……これを証拠とするに妨げないも
のと認められるので、同法第326条第1項所定の
書面として証拠能力があり、しかもその内容に
おいて前掲被告人の自白及び証人Ａの各供述の
信憑性を裏付け……原判示事実を肯定するに足
りる。」
これに対し、弁護人は上告趣意において、判

例違反を主張したうえで、「ポリグラフ検査結
果に証拠能力を認めることは危険極りない」等
と主張した。第一小法廷は、判例違反につき引
用された判決（仙台高判昭和35･12･8〔同年
（う）第472号〕）はポリグラフ検査結果回答書
の証拠能力について何ら判断を示していないの
で、所論は前提を欠き、他の上告趣意はいずれ
も上告適法の理由に当たらないとしたうえで、

括弧書きで次のような判断を示した。すなわち
「ポリグラフの検査結果を、被検査者の供述の
信用性の有無の判断資料に供することは慎重な
考慮を要するけれども、原審が、刑訴法326条1
項の同意のあった……書面（各検査結果回答書）
……について、その作成されたときの情況等を
考慮したうえ、相当と認めて、証拠能力を肯定
したのは正当である。」

２　学説の反応　

昭和43年決定に対して、田宮裕教授は逸早く、
「この問題はアメリカで長い間論議され、しか
も、これまでのところ本判旨とは反対の立場に
あり、わが国でもまだ科学的な結論が出たわけ
ではなく、学説上も十分に論じ足りた問題では
ないのであるから、こういう問題に最高裁とし
て断を下すにあたっては、周到な論議を展開し
た上で、きめこまかい結論を出してほしい」と
批判したうえで、最高裁が「ポリグラフ検査と
黙秘権の関係に」触れなかったのは、上告趣意
がとりあげなかったから不当とはいえないにし
ても、「憲法問題だからかなり疑問であ」り、
「この点は今後問題にされるべきであろう」と
して、1966年の合衆国最高裁シュマーバ判決
（Schmerber v. California, 384 U.S.757）を引照し
ている16）。
ポリグラフ検査の法的性格をめぐり従前から

供述証拠か非供述証拠かの争いがあり、非供述
証拠説の代表的論者と目される平野博士は次の
ようにいう。すなわち、ポリグラフ検査は「質
問を発する場合でも、被検者の答は必ずしも必
要でなく、被検者が答えた場合も、これを、そ
の供述内容の真実性を証明するために用いるの
ではなく、その際の生理的変化を証拠として用
いるにすぎない。その性質は、非供述証拠であ
る。したがって、直ちに黙秘権の侵害とはいえ
ない。しかし、単なる身体検査ではなく、心理
の検査であるから、現行法上は、同意がない限
り許されないと解すべきである 17）」としたう
えで、「この同意は、単に異議がないという程
度のものでは足りず、明白な、積極的な同意が
なければならない。弁護人がいる時は、その同

4 MEIJO  L.S.R.  No.15

論説



意も必要であろう 18）」とする。これに対し、
供述証拠説は、被検者の「生理的変化は発問に
対応するものであり、かつその変化を内心の表
出として解釈するものであるから」供述証拠の
性質があり、憲法38条1項の黙秘権の保障が及
ぶとする 19）。もっとも、この見解も一般に黙
秘権の放棄を認める 20）。したがって、被検者
が同意すれば、ポリグラフ検査は適法とされ
る。
このようにポリグラフ検査の法的性格をめぐ

り争いがあるが、いずれも同意ないし黙秘権放
棄を要件として検査を受けることを認めてお
り、「実際問題としても、必ず同意を得て行わ
れているので……大きな争点ではない 21）」と
もいえる。しかし、非供述説によれば、少なく
とも理論的には令状による検査の強制は可能で
ある。そして現に捜査実務では、検査の不同意
者には「鑑定処分許可状の発付をえて検査を実
施している 22）。」非供述説の立場に立つと「被
検査者が同意をしない場合においても、理論上
はポリグラフ検査を行うことが可能であるが、
その協力なくしては、事実上、血圧帯、電極な
どを身体に装着することができないから、不同
意者に対しては鑑定処分許可状の発付を得て実
施せざるを得ない。もっとも、令状を得ても、
強制的に検査することは不適当であるが、それ
は技術上の問題であって黙秘権の問題とは関係
がない。実際には、令状が発付されると、素直
にこれに従うことが多い 23）」という。これに
対し、供述証拠説の立場に立つ論者から次のよ
うな批判がある。すなわち、「令状による検査
の強制実施は許されないが、これは検査実施の
技術的理由によるのではなく、黙秘権を侵害す
るからである。」したがって、鑑定処分許可状
の発付はおよそ「許されず、令状を利用して得
られた承諾は、適法とはいえない 24）」ことが
強調されているのである。
このようにみてくると、供述証拠か非供述証

拠かの争いは「大きな争点ではない」ようにみ
えて、その実、実際面においても重要な差異を
生じる問題に直結する争いであることが分か

る。最高裁が昭和43年決定において、上告趣意
が触れなかったからでもあるが、ポリグラフ検
査と黙秘権とのかかわりについて言及しなかっ
たことに起因する争いであるようにも思われ
る。前述のようにアメリカでは、この問題に言
及した合衆国最高裁判決があり、そして現に、
「たとえポリグラフ検査に関する信頼性が大き
く高まったとしても、そしてポリグラフ検査を
受けることを強制し、その結果をその人物に不
利に取り扱うというのは……自己負罪に対する
特権の侵害となる恐れがある 25）」ことが指摘
されているのである。
ポリグラフ検査方法には大別して、いわゆる

対照質問法（control question test）と緊張最高
点質問法（ the peak of tension test）の根本的に
異なる二方式のあることは今日では周知であ
る。そして大西氏も主張するように、少なくと
も緊張最高点質問法には証拠としての関連性が
あり、刑訴法321条4項の要件を満たす限り、証
拠としての許容性が認められるとしても、被検
査者の真摯な同意が不可欠であることはいうま
でもない。「被検者の承諾は、絶対的な要件で
ある。実施要件であると同時に適法要件でもあ
る（通説）。」したがって、不承諾者への令状発
付は許されず、令状を利用して得られた承諾は、
適法な同意とは言えないはずである26）。ところ
が、前述のように、捜査実務では「不承諾者に
は鑑定処分許可状の発付を得てポリグラフ検査
を実施」している。27）ポリグラフ検査の性質
を黙秘権とかかわりのない非供述証拠であると
解することによって初めてこのような令状発付
が可能となる。

３　伊勢女性記者失踪事件　

令状の発付を得てポリグラフ検査を強要する
捜査実務は、ポリグラフの性質についての非供
述説に立脚するが、被検者の心理反応の検査と
いう処分の性質ないし技術的理由から、文字通
りの強制は不可能である。「令状がでると検査
者の指示に従って素直に検査を受けるようにな
るのが実情である 28）」としても、そのような
検査自体が問題であり、このことを端的に示し
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たのが、室木徹亮弁護士が弁護人として受任し
た近時の三重県伊勢市での女性失踪事件に関す
るポリグラフ検査強要事件である。
（1） 事実の概要　　三重県伊勢市内の出

版会社に勤務する女性記者Ａが1998年（平成10
年）11月24日午後11時頃に会社を後にして以降、
行方不明となった。被疑者Ｘは以前、Ａから取
材を受けたことがあり、Ａが行方不明となる直
前に携帯電話で連絡をとり合っていたことか
ら、有力な容疑者と見られていた。Ｘは翌99年
1月16日から2月3日まで連日、右事件について
任意同行のうえ、伊勢警察署において取り調べ
られると同時に、自宅が家宅捜査された。Ｘは
携帯電話で連絡後Ａと会ったが、その後別れた
と説明し、失踪事件とはかかわりがないと終始
主張したが信用してもらえなかった。
Ｘは同99年2月10日、2年前の97年12月当時交

際していた東京の女性を同女のマンションで97
年12月6日午後1時頃から翌17日午後5時頃まで
逮捕監禁したという別件の被疑事実で逮捕され
た。翌日の2月11日、室木弁護士が弁護人に就
任し、同日の接見の際「完全黙秘を貫くよう指
示した。」なお、この別件の被害届は99年2月5
日に出されたものである。この東京の事件は同
年3月4日、津地方裁判所に起訴されたが、同裁
判所は同年10月5日、被害女性の証言は信用で
きないとしてＸに無罪判決を言い渡したが、検
察側は控訴せず、Ｘの無罪は確定している。
その間の99年4月29日、警察は裁判所から鑑

定処分許可状の発付を得て、Ｘにポリグラフ検
査を実施しようとした。その際、刑事の1人が
ポリグラフ検査機器を無理矢理Ｘに装置させよ
うとしてＸの両腕を強く握って揺さぶったため
Ｘは右肘内部に表皮剥離の障害を負った。翌30
日、弁護人は津署接見室内において、その障害
部分を写真撮影した。弁護人は東京の事件の公
判で、本件起訴は伊勢女性失踪事件を本命とす
る別件逮捕・勾留の延長上のものであり、現に
本件起訴後の伊勢事件に関する取調べでＸは暴
行を受け障害を負っているとして、本件起訴は
不当であると主張するとともに、弁護人が撮影
した右写真を証拠として提出した。これに対し、

検察官は、ポリグラフ検査の際に警察官による
暴行はなかったとして、「ポリグラフ検査の状
況を撮影したビデオテープ」を証拠として申請
し、これが証拠として採用された。
（2） 再現ビデオによる取調べ状況　　適

正な取調べの証拠であるとして検察官によって
法廷に顕出された本件ビデオテープには密室下
での被疑者取調べの状況ないし鑑定処分許可状
の発付を得てポリグラフ検査を強要する取調べ
の実態が克明に写し出されている。以下、とり
あえず再現ビデオに即して、取調べ状況をとり
まとめておく。
①　まず、被疑者Ｘは繰り返し「拒否します」
として明確に拒否の意思表示をし、さらに「弁
護人を呼んでください」、弁護士さんに拒否で
きるかどうか確認したいと申し出ている。とこ
ろが「強制できるんだから｣（技官）、「令状だ
から拒否はでき」ない（刑事Ａ）、「法的には
［拒否］できないんだよ｣（技官）として認めて
もらえず、令状が出た以上、被疑者にはポリグ
ラフ検査を拒否する権利はない旨告知されてい
る。
次にＸが｢話も拒否します、黙秘します｣と言

って何度も明確に黙秘権を行使したところ、
｢だから、黙秘っちゅうのは、私が犯人ですと
認めているわけやぞ。自分の都合の悪いことは
言わなくてよろしい」という規定で「都合の悪
いことだけは黙秘してもよろしい」という規定
だ。自分がしゃべりたくないことはしゃべらん
「そんな黙秘権はない」と黙秘権の意味を説明
している。さらに繰り返し検査を拒否するＸに
対し、「無理矢理でも、しよと思たらできるん
やで」「拒否するんはまずい結果が出ると困る
から拒否するんやな」としたうえで、「白なら
みんな受ける｣「ここまできたら、99％受けと
る」「拒否は関係ない｣、令状が出てるので何で
もできる、「鑑定処分やで、必要があったら切
り刻んでもええんやで、チンチンの中へ棒突っ
込むこともできるんやないか｣（以上すべて刑
事Ａ）と説明して翻意を促したもののＸの拒否
意思は固かった。
さらに別の刑事Ｄが鑑定処分許可状を見せ
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て、「これ裁判官の令状や｣、お前が同意しない
ので、「許可状もろてきたんやないか｣、手出せ、
はよう手出せと言ってＸの腕をつかもうとした
ため、再びＸが「拒否します」と言うと、（大
声で）「何が拒否じゃあ! 令状出てるんやない
か、こらあ! なにが拒否じゃあ! 拒否もクソも
あるか! そなもん、お前、なにが拒否じゃ! 拒
否もクソもあるか! 能書きたれんなよ、お前、
いつまでも」（刑事Ｄ）と言って令状が出てい
る以上、検査拒否はできないと説明している。
②　ここでポリグラフ検査の準備が始まり、

以下の会話が続けられている。「説得した経過
は皆ビデオ撮っとるからさ」（刑事Ｃ）、「じゃ、
ちょっとつけさせてもらうよ」（技官）、｢拒否
します｣（Ｘ）、「だから拒否はいい。気持ちは
わかった。だけどこれ、強制だから｣（技官）、
「じゃあ弁護士呼んでください｣（Ｘ）、「弁護士
もクソもないんだよ。それは何度も説明してい
る｣（技官）、「拒否します｣（Ｘ）、「拒否もクソ
もあるか、お前。お、拒否もクソもあるかい、
お前」｢何をしとんのや、お前! こらあ! 拒否も
クソもあるか」「こいつ本当にけったいな奴で
さ」「人間ちゃうんか、お前｣（刑事Ｄ）、「珍し
い人だよ、本当に、本当に彼女に何もしてない
の｣（技官）、「してません｣（Ｘ）、「お前、甘い
ぞ」。「俺はこのまま終わったとしても、警察は
何としても終わらないんだよ。本人が無事に出
てくるか、死体が出てくるかしないかぎり、お
前の白黒がはっきりしないかぎりさ、いつまで
もやるんだよ｣。お前は何もしてないというが
「何も証明してないじゃないか、お前は。しゃ
べってないじゃないか。」ポリグラフ検査の許
可状というのは「滅多に出ないんだよ。滅多に
出るもんじゃないんだよ、これは。全国で何件
かある位のもんだよ」、それはなぜかというと
「お前の今までの話がそうさしたんだよ。これ
は。若い村田という裁判官もだから必要性を認
めたんだよ。人間の身体をね、鑑定するのはね、
死体しかないんだよ! 普通は。お前さんがしゃ
べらないから、じゃあ心の中でちょっと話を聞
いてみようかってことで先生に来てもらったん
だよ｣（刑事Ｃ）。

言いたくないと言う「気持ちはわかるよ。だ
からしゃべらなくてもいいんだ。」しかし、こ
の検査は｢あなたがこの件に関わっているかど
うかっていうのはね、黙ってたって、これは検
査できるの。」だけど僕とすれば、君と一緒に
協力して結果を出したい、日本で本当に「何件
もないんだよ、こういうふうに、裁判官がＯＫ
出すの。」それでも平気で理由も言わずに拒否
するというのは「君はもうやってますっていう、
こうね、額に書いてるのと一緒だと思うんだ、
俺｣「過去にもね、私も、こうやって検査を受
けないっていう人を大勢知っている。で、多く
の人は皆ね、自分がやってるからなんだよ｣
「全く検査を受けてくれないんじゃ、もう、そ
う思わざるを得ないな。私のほうも、そういう
書類を出すしかないと思ってんだ。｣「さっき
警部さんが言ったようにね、ある意味では最大
で最初のチャンスだよ。これ、そうでなければ、
君はずっと一生あの地域の中でさ後ろ指差され
ちゃうぞ。自分で少し考える？ ん。時間をお
くから｣（技官）。
③　しかしＸが頑強に拒否したため、ポリグ

ラフ検査は結局実施できなかったが、最後にポ
リグラフ検査強制に関し次のようなやりとりが
残されている。「Ｘよ、お前さっき、先生の言
うたように」、なんで「許可状出とんのに拒否
すんねんや」「お前殺人しとらへん、しとらへ
んいうのは嘘や｣（刑事Ｄ）。（技官に対して）
「それじゃあ、腕の上からやりますか。（Ｘに対
して）Ｘ君はしゃべらなくていいんだからさ。
黙秘します、はいいんだ、拒否しますは、何度
も言うように通じないんだ｣「機械は測れるん
だ。それを認めてくれる認めてくれないは裁判
官だよ。」お前はその入口で否定しているんだ
から「必然的にこれも、今度からの令状の疎明
資料になる｣「自分でやってないと言い張るん
だったら、じゃあそれを証明するための1つの
材料として利用すればいいじゃないか」（刑事
Ｃ）。「人数入れることにしよか？｣（刑事Ｃ）、
「羽交い締めして、したろか、もう」「強制採尿
と一緒のようにしたろか｣（刑事Ｂ）、「令状で
いくらでもできるんやで｣（刑事Ａ）、「拒否し
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ます｣（Ｘ）「お前、逮捕拒否したか逮捕拒否し
てないやろ。拒否しても逮捕されとるやろ。｣
「Ｘよ、決めよ、はよ自分で｣（刑事Ａ）。「そん
なら痛い目してするんか、そしたら、お! 痛い
目してするんか」（刑事Ｄ）。｢拒否します｣
（Ｘ）。
「まあ、ええ」、もう一ぺん最後に聞くが、

ポリグラフ検査については今説明したな。「こ
の機械は白になるか黒になるかを見分ける機会
なんや。｣「私が白やというなら受けるべき機
械なんやで。それを拒否すんのやね、君は。｣
だから自分で拒否したというのは｢その白い道
を自分で閉ざした」ということだ。「今の時点
で真っ黒になったわけやぞ。｣「拒否はええさ。
せっかく白の道を与えてもろたんに蹴ったんや
ぞ、忘れんなよ｣「指揮官として、もっかい念
押しておきたいのは、今も言ったように、君は
白の道を蹴ったちゅうことだけ認識しとけよ。
ええか、拒否は拒否でええさ｣「たぶん受ける
気はないやろと思って、こうやって令状とって
きたのやけどさ、ええか、お前が掘った（墓）
穴なんやで｣（刑事Ａ）。「拒否します｣（Ｘ）。
「拒否は拒否でええわ。お前、それしか知ら

んのやで」「警察の調べは、人間性に訴える調べ
や｣「お前には答える人間性がないわけよ」「警
察はだから、お前がおるうち、目一杯いくぞ。
ひょっとしたら汚い手も使うかもわからんぞ、
よう覚えとかなあかんで｣「これみんなビデオ撮
っとんのやで、終始、だからお前のそういう態
度もぜんぶ映っとるわけや。警察がこういうチ
ャンスをちゃんと与えたことも映っとるし、お
前が何いうても黙秘します、拒否しますで通し
たことも映っとるわけや」「お前は自分で蹴った
んやぞ、最後の道を。だから今から、白っちゅ
うよな言葉使うなよ。お前、のう。証拠はない
けれども、真っ黒になったんや。今の時点から、
よう覚えとけよ｣「前よりいっそう黒なったんや
で、限りなく黒に近い黒や。証拠がなかったら
ええっちゅうもんとちがうんやで。人間の気持
ちはのう。ええかい。」（刑事Ａ）
④　（技官に対して）「先生、切りましょう。

もう一緒や｣（刑事Ａ）。「私としても異例だよ、

はっきり言って。もう25年もやっててね、3000
人以上やってるけど初めて。拒否するのは初め
てじゃない、大勢いる。東京でも大勢いますよ。
そりゃあそれでいいんだ、私としてもね。ただ、
今みたいに、ね、ちょっと刑事さんにいろいろ
説得してもらったのは、あまりないケースなん
だけど。｣「じゃあ、これで終わりにしましょ
うね。はい、じゃあ、これで終わりにします
29）｣（技官）。

４　問題点

本件の問題点については室木弁護士が簡潔に
指摘していることでもあり 30）、とくに触れる
必要はあるまい。ただ、令状によるポリグラフ
検査の強要には憲法上重大な疑義があるので、
この点に絞り簡単に触れておく。
わが憲法38条1項は「何人も、自己に不利益

な供述を強要されない」と規定する。不利益供
述の強要を禁止するこの憲法上の黙秘権保障の
規定が、「何人も、自己に不利益な証人となる
ことを強制されない」としていわゆる自己負罪
拒否特権を保障する合衆国憲法第5修正に由来
するものであることは明らかである。合衆国最
高裁は1966年6月20日のシュマーバ判決（前出）
において、この特権の保障は「供述的ないし意
思伝達的な性質を有する証拠」に限られるとの
判断を示した際にポリグラフ検査とのかかわり
についても触れ、嘘発見器は特権の保障の及ば
ない物的証拠を採取するようにみえるが、取調
べ時の肉体的機能の変化を測定するものである
から、「事実上は本質的に供述的な応答を採取
するもの」で特権の保証が及ぶ旨判示している。
さらに同最高裁は1週間前の同年6月13日のミラ
ンダ判決において、身柄拘束中の取調べに内在
する強制的雰囲気を除去し特権の保障を実効あ
るものとするためにはいわゆるミランダの権利
告知が必要である旨判示したのである。これに
対し、昭和43年（1968年）決定は、弁護人が上
告趣意で主張しなかったからでもあろうが、こ
のような憲法上の黙秘権の保障とのかかわりに
は一切触れず、いとも簡単にポリグラフ検査の
適法性を肯定しているのである。
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田宮教授が「最高裁として断を下すにあたっ
ては、困難な議論を展開したうえで、きめこま
かい結論を出してほしい」と批判し、さらに最
高裁がポリグラフ検査の証拠能力を認めたから
といって「黙秘権を侵害しないという見解を前
提とすると理解するのは誤りであろう」と指摘
し、「この点は今後問題にされるべきである」
としてシュマーバ判決に言及しているのは黙秘
権保障をめぐる当時のアメリカ法の展開を熟知
しているからである。また非供述説の代表的論
者と目される平野博士の見解は、「直ちに黙秘
権の侵害とはいえない」とするにとどまってい
るばかりか、1958年時点のものであることをも
指摘しておかねばなるまい。昭和43年（1968年）
時点では、ミランダを初めとした黙秘権保障を
めぐる合衆国最高裁判例の動向はわが国でも周
知であっただけに、最高裁が黙秘権とのかかわ
りに一切言及しなかったのはやはり疑問である
といわざるを得ないのである。なお、合衆国最
高裁がその後ポリグラフ検査と黙秘権とのかか
わりについて直接言及した判例は見当たらない
が、1990年のムニッツ判決 31）において酒酔い
運転で逮捕時の「満6歳になった時の生年月日
はいつですか」の質問に対する曖昧な答弁は負
罪的であり、かつ取調べに対する供述的応答
（testimonial response）であるから、これを証拠
として許容するのは憲法上の特権を侵害する旨
の判断を示したことは参考になる。
このようにみてくると、ポリグラフ検査は単

なる生理的変化を採取するものではなく、発問
に対する供述的な内心の応答を採取するもので
あるから、その性質は供述証拠であり、憲法上
の黙秘権の保障が及ぶと解するのが正しいこと
になる。わが最高裁も、刑事上の不利益供述の
強要禁止がその法意であることは「この制度発
達の沿革に徴して明らか 32）」であり、「憲法38
条1項は、刑事上の責任を問われるおそれある
事項については供述を強要されないことを保障
したもの 33）」であることを明示し、憲法38条1
項の「沿革」を重視している。したがって、ポ
リグラフ検査は黙秘権を侵害しないとの見解を
前提に昭和43年決定を理解するのは沿革を無視

した「誤り」であり、いずれにせよ供述証拠説
は合衆国最高裁の強力な援軍を得たことにな
る。要するに、ポリグラフ検査の性質は供述証
拠であるから黙秘権の保障が及ぶため、そもそ
も裁判官にはそれを強要するための令状を発付
する権限はないのであるから鑑定処分許可状の
発付を得て検査を強要する捜査実務は憲法38条
1項に違反しているのである。
鑑定処分許可状の発付を得て不同意者にポリ

グラフ検査を強要するわが国の捜査実務は、憲
法38条1項に違反しているため理論的に認めら
れないばかりか、先の伊勢女性記者失踪事件が
示しているように、実際面においても容認する
ことの弊害は量り知れない。たとえ緊張最高点
質問法には科学的証拠として活用の余地がある
としても、現在のような捜査実務は即刻あらた
められなければならず、裁判官も「憲法及び法
律」に拘束される（憲法76条3項）以上、令状
を発付すべきでない。この点については、アメ
リカ法の動向を精査したうえであらためて検討
することとしたい。

Ⅲ　アメリカ法の動向

１　概要

アメリカでは1923年のフライ判決で、学界で
の“一般的承認（general acceptance）”を得てい
ないことを理由に被告人側提出の“嘘発見器”
の検査結果の証拠の許容性を否定して以降、州
および連邦裁判所はこの“一般的承認”の基準
を広く科学的証拠の許容性の要件として採用
し、その結果、「70年にわたり、ほとんどの法
域でポリグラフ検査結果の許容性の門戸が閉ざ
されてしまった 34）。」その後、フライ判決は不
当なまでに保守的であるなどの批判が相次いだ
が、判例の大勢に影響はなかった。しかし、連
邦議会は1975年、「証拠の許容性を緩和する態
度をとり（reflect a liberal attitude toward the

admission of evidence）、証拠の採否（screening

evidence）につき公判裁判所に広汎な裁量を認
める」連邦証拠規則を制定公布した。同規則は
証拠の許容性を緩和するために、コモン・ロー
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上の数々の専門家証言への障害を廃止し、例え
ば、「素人の知識の範囲外の事柄に限り専門家
証言を許容する要件を除去し」事実認定者の判
断に役立つ限りそれを許容することとし、さら
にいわゆる最終事項に関する専門家証言の禁止
を除去した。ただ、同規則はフライの“一般的
承認”の基準の採否については一切触れていな
いため、この点をめぐり激しい学説上の争いが
あり、巡回区裁判所の見解も分かれていた。こ
のような状況下に登場したのが1993年のドバー
ト判決である。合衆国最高裁は同判決で「証拠
規則とりわけ規則702条は、フライの一般的承
認の基準を廃棄しそれに代えて信頼性の基準を
設定している」旨の判断を示したのである35）。
そこで以下、あらためてフライ判決、連邦証

拠規則、およびドバート判決を紹介しつつ、そ
れぞれの問題点について簡単に検討することと
したい。

２　フライ判決（1923年）

コロンビア特別区連邦控訴裁判所は1923年の
フライ判決で、真実の供述は虚偽のそれとは異
なり意識的な努力を要しないから血圧に反応し
ないなどを理由として心臓収縮期の血液測定に
よる“嘘発見器（lie detector）”の検査結果を専
門家の科学者に証言させたい旨の主張が退けら
れて第2級謀殺罪で有罪とされた被告人が控訴
した事案につき、「心臓収縮期の血圧測定によ
る真偽判断検査（the systolic blood pressure

deception test）は未だ生理学および心理学の権
威の間で裁判所による専門家証言の許容を正当
化できるほどの永続的かつ科学的認知を得てい
ない」から原審認定に誤りはないとして被告人
の有罪を維持した際に、次のような判断を示し
た。すなわち「科学的原理ないし発見が実験段
階と確証段階との間の線を横切るその時を正確
に定義することは難しい。このぼんやりとした
地帯のどこかに、科学的原理の証明力が認めら
れなければならない。そして裁判所は、十分に
認められた科学的原理ないし発見から推論され
た専門家証言を許容することで大いに役立つで
あろうが、他方、推論がなされる事柄はそれが

属する特定の分野において一般的承認を得たも
のであることが十分に確証されていなければな
らない。（just when a scientific principle or discov-

ery crosses the line between the experimental and

demonstrable stages is difficult to define.

Somewhere in this twilight zone the evidential force

of the principle must be recognized, and while

courts will go a long way in admitting expert testi-

mony deduced from a well-recognized scientific

principle or discovery, the thing from which the

deduction is made must be sufficiently established

to have gained general acceptance in the particular

field in which it belongs.）36）」
この判示部分が、わが国でも周知のように、

その後ほとんど議論されないまま合衆国最高裁
が1993年のドバート判決でその廃棄を明言する
まで、いわゆるフライ法則として米国判例法を
支配するに至るのである。
ところで、フライ法則については従前から強

い批判があり、とくにマコーミックが1954年の
証拠法第1版で“一般的承認”は裁判所が科学
的技術につきいわば裁判所に顕著な事実として
証拠調べなしに済ませうる職権による確知
（judicial notice）をするためには適切な要件で
あるが、科学的証拠を許容するための基準では
ない。証拠として関連性ある専門家による証言
は、陪審の偏見、判断の誤導等のおそれがとく
に大きい場合を除き、許容されるべきであると
主張 37）して以来、このいわゆる関連性のアプ
ローチ（relevancy approach）がマコーミックの
基準（McCormick Standard）として次第に有力
化する。さらに1975年の米連邦証拠規則403条
は「この関連性のアプローチを法典化」したと
考えられるうえ、証拠規則702条は専門家証言
一般とのかかわりの中でとくに科学的証言に言
及し、科学的その他の専門的知識が事実認定者
の判断に「役立つ」場合には、適格性ある専門
家証人は「そのことについて証言できる」旨定
めているため、証拠規則の解釈として関連性の
アプローチが浮上したのである 38）。ただ、証
拠規則本文も証拠規則制定諮問委員会の註釈も
フライ法則に一切言及していないため一般的承
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認の基準が廃棄されたかどうかについて争いが
あり、このような状況下に1993年のドバート判
決は、証拠規則の解釈として科学的証拠の許容
性の基準としてのフライ法則の有効性を正面か
ら否定したのである。

３　連邦証拠規則（1975年）

1975年7月1日施行の米連邦証拠規則は、連邦
法域における最初の統一的な制定証拠法であ
り、アメリカ法の重要な法源であることは疑い
ない。もっとも、同規則は、証拠法のすべてを
網羅するものではなく、自白法則や違法収集排
除法則などの憲法解釈にかかわる問題について
は触れておらず、これらはすべて判例の発展に
委ねられているのであるが、各州法域にも大き
な影響を及ぼしており、今日では同一または類
似の証拠規則を有する州も少なくはなく、この
分野については統一的なアメリカ法が成立して
いるといっても過言ではない状況にある。
証拠規則は、全部で11章62条から成るが、科

学的証拠の許容性にかかわる規定は、次のとお
りである。

第４章　関連性およびその限界
第401条　“関連性ある証拠”の定義
「“関連性ある証拠”とは、訴訟における判

断に影響する事実の存否の可能性を、当該証拠
のない場合よりも、より強めるような証拠をい
う。」
第402条　関連性ある証拠の一般的許容性、

関連性のない証拠の非許容性
「連邦憲法、連邦法、その規則および最高裁

判所規則に別段の定めがない限り、すべての関
連性ある証拠は許容性があり、関連性のない証
拠は、すべて許容性がない。」
第403条　偏見、混乱または時間の消費を理

由とする関連証拠の排除
「証拠の立証上の価値よりも、不公正な偏見、
争点の混乱、もしくは判断の誤導を招くおそれ
の方が実質的に大きく、または、不当な遅延、
時間の消費、もしくは重複証拠の不必要な提出
という不利益を防ぐ必要性の方が実質的に大き

いときには、たとえ関連性があっても、当該証
拠を排除できる。」
第7章　意見証言および専門家証言
第701条　素人証人による意見証言
「証人が専門家として証言しているのではな

い場合においては、その意見または推論につい
て証言するのは、（a）合理的に、証人の知覚に
基づいており、かつ（b）その証言の理解また
は問題となっている事実の決定に役立つときに
限るものとする。」
第702条　専門家による証言
「科学的、技術的またはその他の専門的知識

が事実認定者による証拠の理解または争点とな
っている事実の認定に役立つ場合には、知識、
技術、経験、訓練または教育によって専門家と
しての資格を有する証人は、それらにつき意見
その他の形で証言することができる。」
第703条　専門家による意見証言の基礎
「専門家は、公判準備手続の際またはその前

に専門家が知覚しまたは知らされた特定の事件
に関する事実またはデータに基づいて意見また
は推論を形成することができる。主題について
意見または推論を形成するに当たり、特定の分
野において専門家が合理的信頼を置きうるよう
な事実またはデータであれば、専門家は当該事
実またはデータが証拠として許容しえないもの
であっても、これを基礎として用いることがで
きる。」
第704条　最終的事項についての意見
「意見または推論形式での証言が許容されて

いる限り、それが事実認定者によって決定され
るべき最終的事項（untimate issue）を含むもので
あったとしても、異議の対象とならない39）。」

このように連邦証拠規則は第4章で、関連性
ある証拠の許容性を原則として肯定しつつ、事
実誤認のおそれが大きい場合、または不当な遅
延等の不利益防止の必要性が大きい場合には、
当該証拠を排除できる旨定めており、いわゆる
自然的（ないし論理的）関連性はあっても、法
律的関連性のない証拠は許容できないことを明
らかにしている。そして、第7章で、その事実
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認定に役立つ（will assist）場合に専門家証言
（expert testimony）の許容性を肯定し、さらに
事実認定者が決定すべき最終的事項についても
証言できる旨定めているのである。
前述のように、連邦証拠規則は関連性のアプ

ローチないしマコーミックの基準を採用したと
いわれるが、フライ法則には一切言及していな
いため、規則制定後もフライ法則はなお有効で
あるかにつき見解が分かれていた。証拠規則が
立案された当時フライの一般的承認の基準は連
邦裁判所管轄内では支配的見解であったのであ
るから、それが引き続き有効であるかにつき何
らかの意思表示をすることが期待されていたに
もかかわらず、新しい科学的証拠の許容性の基
準につき何ら明示していない。したがって、こ
の沈黙の意味につき見解が分かれていた。すな
わち立法者が明示していないにもかかわらず
「嘘発見器のような証拠を一切排除する圧倒的
多数の判例を無効とする意志を有していた」と
するのはまことに不可解であるとの見解40）と、
フライ法則は証拠の許容性の要件を緩和し関連
性ある証拠を許容する証拠規則のポリシーと矛
盾しているので「規則702条およびその起草者
の沈黙は、一般的承認の基準の放棄に相当する
と考えるべきである 41）」との見解が対立して
いたのである。
その後、第3巡回区連邦控訴裁判所が1985年

のダウニング判決において、目撃証人の信頼性
に関する専門家証人の証言の許容性が争われた
事案につき、専門家証言に関する証拠規則第
702条の“有用性（helpfulness）”の基準に合致
していないことを理由に被告人側の心理学者の
証言の許容性を否定した公判裁判所の判断には
誤りがあり、その誤りは被告人が目撃証人の証
言を決め手として有罪とされているから無害
（harmless）ではないとして、原判決を破棄差し
戻した。同判決はその際、差戻審への詳細な具
体的指針を提示し、とりわけフライ法則に言及
し科学者の頭数を数えざるを得ないようなフラ
イ法則とは異なり種々の要因を調査して当該証
言に信頼性があると認められた場合には、さら
に混乱、誤導等の危険性とを比較衡量しその許

容性を決定すべきであるとして、次のような判
断を示した。すなわち「証拠規則一般の精神お
よびフライ・テストでの経験を総合すると、新
しい科学的証拠の許容性に対してはより柔軟な
アプローチ（a more flexible approach）が妥当で
ある。新しい科学的証拠、すなわちその科学的
基礎（scientific foundation）が未だ裁判所の職
権による確知に達していない証拠の許容性を決
定する公判裁判所は、①　手続きまたは技術の
確実性と信頼性、②　証拠の許容によって生ず
る陪審の混乱、誤導の可能性、および③　科学
的研究またはテストの結果と特定の事実問題と
の関係に焦点を合わせた予備的調査を行なうこ
とを規則702条は要求している。われわれのア
プローチは、ワインシュタイン判事、バーガ教
授の共著で示されているアプローチと基本的に
同一である42）」と判示したのである。
このようにダウニング判決は、証拠規則の下

でのフライ法則の廃棄とそれに代わる信頼性の
基準を提唱したため各方面の注目を引き、そし
て最高裁はドバート判決で右判示部分を一部採
用するに至るのである。

４ ドバート判決（1993年）

合衆国最高裁は1993年6月28日のドバート対メ
レル・ドウ製薬会社事件判決43）において、従来
から争いのあった科学的証拠の基準につきダウ
ニング判決を「一部参考に」したことを明らか
にしつつ 44）、フライ法則の「一般的承認」の基
準を廃棄し、「関連性」および「信頼性」の基準
に従って許容性を判断すべき旨判示した。
原告等は、四肢に重大な障害を負って出生し

た幼児とその両親たちであるが、母親が妊娠初
期に被告製薬会社の製品であるつわり（吐気）
抑制剤「ペンデクティン」を服用したのが原因
であるとして同社に対し損害賠償を求めて提訴
した。被告会社側は、13万人以上の患者を対象
にした30件以上の公判の研究結果に基づき、ペ
ンデクティンは四肢障害の危険因子ではない旨
の疫学者の宣誓供述書を提出し、正式審理を経
ないで訴えを簡易棄却することを求めた。これ
に対し、原告側は、統計学者など8名の専門家
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を証人に立て、公判の疫学的調査結果の再吟味
および動物実験の結果などに依拠して、ペンデ
クティンは本件四肢障害の原因となりうると主
張したが、カリフォルニア州南部地区連邦地方
裁判所は、被告側の主張を認め、原告の訴えを
簡易棄却した。科学的証拠はその基準となる原
理が学界での“一般的承認を得ていることが十
分に立証された”場合にのみ許容されるのであ
り、原告側提出の証拠は「この基準を満たして
いない」から証拠として許容できないというの
である。そして第9巡回区連邦控訴裁判所も、
フライ判決を引用してこれを維持したため、原
告側が上告受理を申し立てた45）。
これに対し、合衆国最高裁判所は、「専門家

証言の許容性の適切な基準についての裁判所内
の激しい対立に鑑み 46）」上告受理の申立てを
容れ、フライ法則の一般的承認という基準は連
邦証拠規則上もはや有効とはいえないとして、
次のように判示した。すなわち本件争点にとく
に関連があるのは連邦証拠規則702条であるが、
「同規則の文言は“一般的承認”を許容性の絶
対的要件とはしていない。」また同規則の註釈
にも「フライへの言及はないし、厳格な“一般
的承認”の要件は連邦証拠規則の“自由化傾向
（liberal thrust）”および伝統的な意見証言を緩
和する一般的アプローチと矛盾する。」フライ
の厳格な基準は「連邦証拠規則に欠けており、
かつそれと矛盾するから、連邦裁判所において
適用されるべきでない 47）。」フライ法則が連邦
証拠規則によって排除された（displaced）とい
うことは、しかしながら、同規則自体いわゆる
科学的証拠の許容性につき制限を設けていない
という意味ではない。また公判裁判官は、その
ような証拠を審査できないという意味でもな
い。そうではなく、「公判裁判官は、同規則の
下で許容されるいかなる科学的証言・証拠につ
いても関連性（relevancy）のみならず、信頼性
（reliability）のあることをも確保（ensure）しな
ければならない 48）。」なお、事実認定者に“役
立つ”場合に当該専門家証言を許容する規則
702条の規定する調査は柔軟なそれ（flexible

one）であることを強調しておく 49）。以上を要

するに、「“一般的承認”は連邦証拠規則の下で
の科学的証拠を許容するために必要な前提要件
ではないが、証拠規則－とりわけ702条－
は専門家証言が信頼できる基盤に依拠し、かつ
当該問題に関連性があることを確保する仕事を
裁判官に委ねているのである。有効な科学的原
理に基づいた関連証拠は、このような要求を満
たしていることになろう。」原審および原原審
決定は、ほとんど専ら“一般的承認”に焦点を
合わせている。したがって、原判決を破棄差し
戻すと判示したのである50）。

５ 各法域の動き

このようにドバート判決は薬害訴訟の事案で
51）、連邦証拠規則の解釈としてフライ法則を廃
棄し専門家証人の許容性の判断基準を新たに設
定したが、連邦証拠規則は原則として民刑両手
続に等しく適用されるうえ、多くの州では連邦
と同一または類似の証拠規則を制定しているた
め、各法域の民刑両手続にも大きく影響するこ
とは間違いない。現にドバートの示した判断枠
組に従って科学的証拠の許容性を判断する裁判
所が少なくない。
以下、その一部をほぼ判決言い渡し順に簡単

に紹介しておく。シェファ関連判決については
節を改める。
（1）デラウェア州最高裁判所は1993年6月30

日の判決52）において、第1級強盗、誘拐、強姦
事件で被害者の膣内精液と被告人の血液との
DNA鑑定結果とが一致した旨の専門家証言の
許容性が争われた事案につき、本件ではDNA

の統計的解釈（statistical interpretation）が欠け
ているため証拠として許容できないとしつつ、
被告人の有罪を立証する圧倒的証拠があるた
め、これを許容した原審決定は無害（harmless）
であるとして、被告人の有罪判決を維持したが、
その際、科学的証拠の許容性の基準につき次の
ような判断を示した。すなわち「デラウェア州
証拠規則は1980年6月1日に発効した。われわれ
は同規則制定前後において、フライの一般的承
認の基準は科学的検査結果ないし科学的証拠の
許容性を判断する唯一の基準ではないと判示し
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てきた。訴追側は、デラウェアの先例の下では
公判裁判所がフライ・テストを適用しなかった
のは誤っていないと主張する。われわれもこれ
に同意する。合衆国最高裁判所は最近、フライ
およびその基準を再考し……連邦事件での専門
家の科学的証言の許容性は連邦証拠規則702条
の規定によると認定し、規則702条の文言には
フライで詳論された“一般的承認”の基準を許
容性の絶対的要件とするものは一切存在しない
と認定した。われわれの判例は合衆国最高裁の
ドバート判決と一致している 53）」と判示した
のである。
これと同様にウォーミング州最高裁は1993年

8月12日の判決 54）で、第1級性的暴行に関し事
件直後に被害者の身体から採取した体液と後に
令状により採取された被告人の血液や唾液など
のDNA鑑定の許容性が争われた事案につき、
「科学的証拠の許容性は、学界での一般的承認
というフライ・テストではなく、ウォーミング
州証拠規則」の定めによるとするのが州判例で
あり、これは「ごく最近の合衆国最高裁ドバー
ト判決とほぼ一致する 55）」と判示したうえで、
原審が本件DNA鑑定を許容したことに誤りは
ないとして被告人の有罪を維持している。また
ニュー・メキシコ州最高裁は1993年9月28日の
判決 56）で、被告人が養娘（Ａ）への8～9歳児
頃からの性的虐待等で有罪とされた事案（他に
1件が併合審理）につき、被害者（本件当時17
歳）が精神的外傷後のストレス障害（post trau-

matic stress disorder）のあるのは性的虐待に由
来する旨の専門家証言は許容できるとしつつ、
他の理由で原判決を破棄差し戻したが、その際、
ドバートにも言及しつつ、「フライ・テストを
廃棄し、州証拠規則に従う 57）」ことを明示し
ている。さらにルイジアナ州最高裁は1993年12
月7日の判決 58））で、養父（被告人）から1～2
年にわたり性的虐待の被害を受けていた旨の義
娘（当時14歳）の3回におよぶ面接時の供述は
信用できるとの児童心理学者の証言の許容性が
争われた事案につき、州法の多くは「連邦証拠
規則を範として」おり「ドバートの指摘
（observation）を採用する 59）」としたうえで、

本件心理学者の証言は「新しいドバートの基準
の下でも許容性の要件を満たしていない」、同
証言は法廷での被害者証言を不当に補強するも
のであるから無害とはいえないとして 60）被告
人の有罪判決を破棄差し戻している。その他、
ほぼ同旨のものとして、酒酔い運転に関しアル
コール検知結果を許容したことに誤りはないと
しつつ、ドバートに言及し「学界での一般的承
認はもはや必要ではなく」信頼性と関連性が認
められれば足りるとしたサウス・ダコタ州最高
裁の1994年2月23日判決 61）、「州規則は科学的
証拠の許容性に関して連邦証拠規則と基本的に
同一であるから、（ドバートと）類似の原理が
適用されるべきである」としたヴェルモント州
最高裁1994年5月3日判決62）等がある。
（2）これに対し、アリゾナ州最高裁は1993

年8月12日の判決 63）で、第1級謀殺、誘拐事件
で失踪3週間後に裸体で発見された被害者（9歳
女児）の死体には乱暴（sexual molestation）の
形跡は窺えるものの、精液は付着していなかっ
たが被告人のものと類似する陰毛が発見され、
後に被告人のジャケツ等からは被害者のものに
類似する陰毛のほか血痕が付着していることが
分かり「この血液のDNAと被害者の細胞の
DNAとが一致した」事案につき、被告人の有
罪判決を維持した際に、次のような判断を示し
た。すなわち「アリゾナ州証拠規則の採用前に
も採用後においても、われわれは新しい科学的
証拠を許容すべきかどうかを判断する際に、フ
ライ･テストを用いてきた」が、「フライ・テス
トには重大な欠陥がある。ドバート判決の指摘
は説得的ではあるが、連邦証拠規則が立法で制
定されたもの（legislatively‐enacted）であるの
に対し、われわれのそれは裁判所によって制定
されたもの（court-enacted）である。」さらに
「われわれは合衆国最高裁の非憲法的解釈
（non-constitutional construction）には拘束されな
い。」それ故、フライ批判は正当であるものの、
「本件はアリゾナ州がドバートに従うべきかど
うかを判断すべき事案ではない。」また「仮に、
ドバートの信頼性と科学的有効性の分析を用い
るとしても、フライ法則が提示した“このぼん
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やりとした地帯のどこかに科学的原理の証拠力
が認められなければならない”その時を正確に
定める問題が残されている。DNA鑑定の場合、
フライの基準を用いるかドバートの基準を用い
るかの線引きが難しい。」それ故、われわれは、
「少なくとも当面の問題として、現在の証拠法
に重要な変更を加えずに、本件を解決する。ド
バート（の検討）は後日に委ね、アリゾナ州の
新旧の先例に従って、フライを適用することと
する64）」と判示したのである。
またフロリダ州最高裁は1993年10月25日の判

決 65）において、精神遅滞児である9歳の実娘
（Ａ）への性的暴行事件に関して被害者（Ａ）
への面接を実施した子供の保護団体の心理学者
が性的虐待の発生する家庭環境の共通性等につ
き証言した事案につき、ドバート判決には注目
しているが「フロリダ州はフライ・テストに従
っている」として、1989年の判例を引用し、本
件では心理学者の証言はフライの基準を満たし
ていないにもかかわらずそれを許容した原審判
断は誤っているとしつつ、本件では圧倒的証拠
があるためその誤りは無害であるとして、被告
人の有罪を維持している 66）。このほか、ほぼ
同旨のものとして、マリファナ吸引下での自動
車運転に関しいわゆる薬物認識記録（Drug

Recognition Protocol）に基づき行われた検査結
果についての警察官の証言の許容性が争われた
事案につき、「ミネソタ州でフライ法則がなお
有効であるかどうかについては判示しない」と
したうえで、それを肯定した1994年のミネソタ
州最高裁判決67）等がある。

６ジョイナー判決（1997年）

第11巡回区連邦控訴裁判所は1996年3月のジ
ョイナー対ゼネラル電力会社事件判決 68）にお
いて、原告（J）夫妻が夫の肺がんは右会社勤
務中にさらされたPCB（ポリ塩化ビフェニル）
が原因であるとして同会社等に対し損害賠償を
求めたが、ジョージア州北部地区連邦裁判所が
原告側の専門家証言を排除したまま、被告側の
主張を容れて原告の訴えを正式審理を経ないで
簡易棄却した事案につき、右専門家証言の排除

はドバートの判断基準と相容れないとして、原
判決を破棄差し戻した。これに対し、原告側が
上告受理を申し立てたところ合衆国最高裁 69）

は、これを容れ、次のような判断を示した。
裁量の濫用の有無が地裁の証拠決定に関する

適切な審査基準であることは確立しているが、
「控訴審は、原決定が明らかに誤りである場合
を除き、原決定を破棄することはない。」ドバ
ート判決は証拠決定に関する控訴審の審査の基
準については一切言及していない。ドバート判
決はただ、厳格なフライの一般的承認の基準は
連邦証拠規則に持ち込まれていないと判示した
にとどまるが、法廷意見はさらに同規則の下で
は公判裁判官は科学的証言ないし証言が許容さ
れるためには、それが単に関連性があるだけで
なく信頼性もなければならないと述べている。
「それ故、連邦規則はフライの下で許容される
科学的証拠の範囲をやや拡大したが、そのよう
な証拠の選別を公判裁判官の門衛的役割（gate-

keeper role）に委ねているのである。」70）

Ｊ側の専門家証言の排除審査の際に控訴裁判
所は誤りを犯していた。“厳格な”審査基準を
適用する際に、裁量の濫用の審査の特質（hall-

mark）である公判裁判所への敬意を払っていな
いからである。「正しい審査基準を適切に適用
すると、地裁はその裁量を濫用していないこと
になる。」地裁は、Ｊ側専門家が依拠した動物
実験ではPCB被爆ががんの要因であるとの主張
を支持できないとの申立人の主張に同意した。
実験ではネズミ（infant mice）は胃等に直接大
量のPCBを注入され、がんができた。Jは成人
であり、そのPCB被爆ははるかに少ない。PCB

は集中的にネズミに注入された。成熟したネズ
ミがPCB注入後にがんになったという研究はな
い。PCB投与後にがんになったという研究もな
い。Ｊ側はこれらの批判に答えられなかった。
もちろん、動物実験が専門家の意見を許容す

る正当な根拠（a proper foundation for an expert's

opinion）たりうるかは本件での争点ではない。
争点は、これら専門家の意見が彼らが依拠した
という動物実験によって十分に裏付けられてい
るかどうかである。このような実験は、本件訴

15MEIJO  L.S.R.  No.15

ポリグラフ検査結果の許容性



訟で提示された事実とは全く異なる（so dis-

similar）から専門家がそれらに依拠するのを地
裁が排除したことに裁量の濫用はなかったこと
になる。71）

７ シェファ関連下級審判決

このようにドバート判決は、連邦証拠規則の
解釈としてフライ法則の廃棄を明言し、それに
代えて関連性と信頼性の基準を設定したにすぎ
ず、もとより各州裁判所を拘束するものではな
いが、それにもかかわらず連邦裁判所はもちろ
ん、各州裁判所も次第にほぼドバート類似の基
準を採用するに至る 72）。もっとも、ポリグラ
フ検査に関する限り、ドバート判決によって閉
ざされていた門戸がやや開かれたかに思われた
が、「信頼性」の要件を満たしていないとして
従前どおり一切排除する判例が支配的である。
そこで以下、シェファ判決でも引用されてい

る比較的近時の各法域の関連判決を概観した
後、その中でもとくに有用と思われる4判決に
ついて、やや詳細にその内容を検討することと
したい。
（1） 概要
アメリカでのポリグラフ検査技術（polygraph

techniques）には共通する特徴点があるとはいえ
種々の名称を有する各種のものがあるが、2つの
もの（two broad families of polygraph techniques）
に大別できる。ポリグラフ検査はすべて、被検
者が一連の質問を受けている間の呼気、発汗、
心臓の動きなどの生理的反応を器械で測定する
もので、まず被検者との面接時に予め用意した
質問を呈示し、その結果得られた生理的資料を
検査者が比較検討して判定するというものであ
る。「法執行者による検査に（被検者が）失敗す
ると、被検査（被疑者）に当該犯罪を自白させ
ることを目的とした厳しい取調べが引き続き行
われる（Failed law enforcement examinations are

often followed by an intense interrogation designed to

force the subject to confess to the crime in question）。」
いずれにせよ、各種のポリグラフ検査には、そ
の質問構成や生理的資料の評価方法などに重要
な相違点があることにまず留意を要する73）。

主要な1つの検査技術は、有罪犯人だけが知
っていると思われる情報を被疑者が意識的に隠
しているかどうか、すなわち「被疑事実に関す
る認識の有無」を判定しようとする有罪認識法
（concealed information or guilty knowledge tests）
で、その変種（variation）が緊張最高点質問法
（the peak of tension test）と呼ばれているもので
ある。これは1981年にリッケン（Lykken）が詳
論し、実験室で広範な研究が積み重ねられてき
たポリグラフ検査技術である。このいわゆる有
罪認識法が正確であるとの見解は一般にラスキ
ン（Raskin）などの文献で明らかにされてきた
が、最近（1990年）の研究によれば、イスラエ
ル警察によって実施された有罪認識法の結果に
よれば、無実の被疑者については98パーセント
の正確度を示しているのに対し、有罪の被疑者
の正確度については42パーセントにすぎなかっ
たという。「いずれにせよ、有罪認識法（con-

cealed information tests）は米国の刑事事件にお
いてほとんど利用されていない。ほとんどの事
件関連の情報がマス・メディアによって明らか
にされるか、あるいは捜査と結びついた取調べ
中に明らかにされているからである。有罪認識
法は、連邦の法執行機関（federal law enforce-

ment）によって全く重視されていないので、連
邦のポリグラフ検査者コースでは言及すらされ
ていない。」他の検査技術はいわゆる対照質問
法（control question tests）と呼ばれているもの
で、犯人に提示した場合と無実の者に提示した
場合とで関連質問（relevant question）と対照質
問（control question）への生理的反応が異なる
ことを根拠とする。犯人である被疑者は関連質
問に嘘をつこうとすると強い生理的反応を示す
のに対し、無実の被疑者は広範な対照質問――
例えば、1990年以前に、あなたは法に反するこ
と、あるいは非道徳的なことをしたことがあり
ますか――に強い生理的反応を示すというので
ある。しかし「被疑事実に関する回答の真偽」
を判定する対照質問法の正確度は、「専門文献
においてなお激しい論争が続いている問題（a

matter of contentious and polemic debate in the sci-

entific literature）である 74）。」

16 MEIJO  L.S.R.  No.15

論説



前述のように、わが国でもつとにポリグラフ
検査には「有罪認識法の変種である」緊張最高
点質問法と対照質問法という2つの根本的に異
なる技術のあることは指摘されているが、専門
家の中でもとくに対照質問法については見解が
分かれており、その科学性を否定する見解とそ
れを肯定する見解とが対立している。興味深い
のは、対照質問法によるポリグラフ検査を肯定
する有力な論者が「1981年にアメリカ合衆国ユ
タ大学において研究し 75）」研鑽を重ねたとい
う事実である。アメリカでは専ら対照質問法が
利用されているといわれているだけに、興味深
く思われた76）のである。
アメリカでは関連情報の流出の可能性を理由

に刑事裁判では一般に緊張最高点質問法と類他
の有罪認識法を排除しており、わが国でも「緊
張最高点質問法の場合、被検者が犯人である場
合にのみ当該事実を知っていること、すなわち
犯行以外から当該事実を知った可能性のないこ
とが絶対的条件となるが、取調べの過程や新聞
記事等で既に知っている可能性を完全に排除す
ることは容易ではない 77）」との同様の指摘が
ある。むろん、緊張最高点質問法の採用を強調
する論者も、そのような不都合の防止策を提示
しているが、それは「裏を返せば、ポリグラフ
検査には常に」被検者が自らの体験以外の何ら
かの事情により「当該事件の内容を知ってしま
うという危険性」による「誤りが起こりうるこ
とを意味している78）」のである。
ところで、アメリカではポリグラフ関連証拠

は刑事裁判ではほぼ一切排除されてきたが、後
述のように、1998年の合衆国最高裁シェファ判
決の背景として重要な1987年の軍事控訴審にお
いて連邦裁判所が従前のフライ基準に“弔鐘”
を打ち鳴らし（striking the "death knell"）、間も
なく第11巡回区連邦控訴裁判所が1989年のピッ
チノーナ判決でこれに追随したばかりか、さら
にこれを拡大したため、ポリグラフ検査を許容
する方向へ閉ざされていた門戸が少し開き始め
た（opened a little）として注目された。もっと
も、これらの判例は「ポリグラフ検査の許容性
に向かって門戸が大きく開かれる前に片づけて

おかねばならない多くの障害物を設けていた
79）」とはいえ、1993年のドバート判決を加えて
状況がやや流動的要素を帯びてきたのは間違い
ない。例えば、第5巡回区連邦控訴裁判所は
1995年のポサード判決において、被告側提出の
ポリグラフ証拠を一律排除した原審に対し、ド
バート判決に照らし当該ポリグラフ検査の関連
性および信頼性を検討するために破棄差し戻し
を命じ、そして第9巡回区連邦控訴裁判所は
1997年の判決80）において、右「第5巡回区（の
見解）に同意する」とし、被告人側提出のポリ
グラフ検査結果の再検討を命じた。
これに対し、イリノイ州最高裁判所は1994年

のガード判決において、ポリグラフ検査に関す
る証拠は、たとえ両当事者の同意があっても、
一切許容できないとした。そしてテキサス州最
高裁判所（Court of Appeals of Texas）は1995年
の判決 81）において、フライ法則はもはや有効
な判断基準ではなく科学的証拠は証拠規則の規
定に従って判断すべきであるとの主張には同意
するが、「ポリグラフ検査が十分に信頼できる
そのような時代が来るまで証拠規則の下でのポ
リグラフ証拠排除はなお健全（intact）という
べきである」と判示し、コネチカット州最高裁
も1997年5月20日のポータ判決において同旨の
判断を示している。このほか、ほぼ同旨のもの
として「ポリグラフ証拠は証人の信用性を弾劾
するためにも一切許容できない」とする第4巡
回区連邦控訴裁判所の判決 82）、「ポリグラフ
証拠を一切排除する州判例法は、ポリグラフ・
テストの不信頼性を根拠にしているので、最高
裁ドパート判決と一致している」旨判示したロ
ード・アイランド州最高裁判決 83）等がある。
以下、上記諸判例の中で、とくに有益と思わ

れるピッチノーナ、ガード、ポサード、ポータ
の4判決について、事実関係を含めてやや詳し
く検討しておこう。
（2） ピッチノーナ第11巡回区控訴審判決

（1989年）
本判決 84）は、被告人が自己に有利なポリグ

ラフ検査結果の提出が認められず大陪審での偽
証で有罪とされた事案につき、裁判官全員関与
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の下にあらためてポリグラフ関連証拠の許容性
を一切否定する絶対的排除法則を審理した結
果、8対4で、両当事者が事前に許容性の範囲等
について同意している場合には許容しうる旨の
判断を示し、この点につき審理を尽くさせるた
めに有罪判決を破棄差し戻したものである。ド
パート判決以前のものであるが、とくに反対意
見と対比すると、ポリグラフ検査の問題点が浮
き彫りになり、極めて有益である。
〔事実〕 被告人ピッチノーナ（Ｘ）は25

年にわたりフロリダ州で廃品処理業を営んでい
た。大陪審は1983年、フロリダ州の各廃品処理
会社がいわゆる談合の取決めをしていた容疑で
独占禁止法違反で捜査を開始した。Ｘは刑事免
責の下に各会社問の談合の取決めについては知
らなかった旨大陪審で証言したところ、他の何
人かの証人が談合の合意にＸもかかわっていた
旨証言したため、1985年8月1日、偽証罪で起訴
された。
Ｘは公判開始前に、後に実施するポリグラフ

検査結果を証拠として認めることの同意を訴追
側に求めた。訴追側はポリグラフ検査およびそ
の結果に関するいかなる証言についても同意す
ることを拒否した。訴追側の拒否にもかかわら
ず、ポリグラフ検査者の資格を有するＳは1985
年2月25日、Ｘにポリグラフ検査を実施した。
Ｘは、右専門家の報告書によれば、Ｘが大陪審
面前で証言したとき嘘をついていなかったこと
は明白であると主張し、1985年11月27日、地方
裁判所に右ポリグラフ証言の許容性に関する審
理を開くよう求めた。地方裁判所はＸの申立て
に関する審理を開いた。公判裁判官は、ポリグ
ラフ証拠は当第11巡回区においては許容できな
いとする絶対的排除法則を理由に、当該証拠を
許容することを拒否した。しかし、同裁判官は、
ポリグラフ検査はとりわけ政府諸機関によって
極めて広範に利用されているので、当巡回区は
ポリグラフ証拠の許容性の問題の再考を希望す
るかもしれないと指摘した。それ故、同裁判官
は、仮にＸが有罪判決を言い渡された場合には、
控訴のための記録を完全なものとするために公
判後の審理を開催すると述べた。

Ｘはフロリダ州南部地区連邦地方裁判所にお
いて、大陪審が捜査している事柄に関し重要な
虚偽の供述をしたとする2訴因で有罪とされた。
そこで公判裁判所は、控訴のための記録を完全
なものとするために審理を開き、ポリグラフ検
査報告書等の提出を命じた。Ｘは本件控訴審に
おいて「ポリグラフ証拠の絶対的な排除法則を
修正し、一定の状況下においてその許容性を認
めるよう」主張した 85）。第11巡回区連邦控訴
裁判所は、全裁判官関与による再審理の申立て
（motion for rehearing en banc）を容れた後、8対
4で、ポリグラフ証拠の絶対的排除法則を否定
し、両当事者が事前にその許容性の範囲等につ
き合意している場合には許容できる、また証人
の法廷証言を弾劾または補強するためにも一定
の要件下に許容できるとの判断を示し、原判決
を破棄差し戻した。その要旨は、およそ次のと
おりである。
〔判示〕 Ｘは、1970年の組織犯罪対策

法に違反して大陪審に対し故意に重要な虚偽
の供述をしたとする2訴因での有罪判決に対し
控訴している。Ｘは、公判裁判所がＸ側のポ
リグラフ専門家の証言およびその検査結果を
許容することを否定したのは誤りであると主
張する。ポリグラフ検査の分野においてはこ
の40年間に重要な進展（significant progress）が
あり次第に広範に利用されているので、れれ
われは従前の絶対的排除法則（our per se rule of

exclusion）を再検討し、ポリグラフ証拠の許容
性を支配する（govern）新しい原理を定める。
したがって、われれれが本日採用する原理に
照らしてＸのポリグラフ検査結果の許容性を
再検討させるために本件を公判裁判所に差し
戻す86）。
①　連邦裁判所においては科学的検査に関

する専門家証言の許容性は連邦証拠規則702条
の定めによる。「規則702条の下で専門家証言
を許容するためには、公判裁判官は、専門家
証言に関連性があり、事実認定者に役立つこ
とを判定しなければならない。さらに裁判所
は、その技術の原理が学界において一般に承
認されていることの立証を当該証言の提出者
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に要求する。この一般的承認の要件は1923年
のフライ判決に由来する87）。」
「裁判所はフライの基準を、ポリグラフを含

む種々の科学的検査に適用した。その後50年に
わたりフライの判示はポリグラフ証拠の許容性
に対する完全な障害物（complete bar）として
作用してきた。しかしながら、フライの基準は
沿革的には、他の種類の専門家証言には単に選
択的に採用（invoked only selectively）されるに
とどまり、ポリグラフ証拠の許容性が争点であ
る場合にのみ一貫して適用（applied consistently

only）されてきた。大多数の裁判所は、ポリグ
ラフ証拠の排除が望ましいとすることにほとん
ど異議がなく、それ故、フライの基準をほとん
どコメントなしに適用してきた。当巡回区も一
貫して、ほとんど議論せずに、ポリグラフ証拠
の不許容性を再確認してきたのである。」「最近、
ポリグラフ証拠を排除するためのフライ・テス
トの適用については次第に批判が高まってき
た。フライ判決以降、ポリグラフの器械および
技術には多大の進歩がみられる。よりよい設備
がより適切な訓練を受けたポリグラフ検査施行
者（polygraph administrators）によって用いられ
ている。さらに、ポリグラフ検査は広範に政府
諸機関によって利用されている。FBI、諜報機
関（secret service）、軍部情報機関や法執行機関
のような分野での捜査機関（field investigative

agencies）はポリグラフを利用している。それ
故、われわれは伝統的なフライの基準を厳格に
遵守した場合であっても、ポリグラフ検査はい
かなる状況下においてもそれを用いるための一
般的承認に欠けていると一律に（categorically）
述べることはもはや正確ではないと考える。こ
のような理由で、われわれは絶対的排除法則を
再検討し、ポリグラフ分野においてなされた進
歩により調和した法則（a rule more in keeping

with the progress）を制定するのが妥当と考える
のである88）。」
② 「ポリグラフ証拠を排除する裁判所は典

型的には3つの理由に依拠する。すなわち、◯
ポリグラフ検査の不信頼性、◯ ポリグラフ手
続の規格の統一性の欠如、および◯ 陪審への

不当な影響である。」これに対し、ポリグラフ
証拠の許容性を主張する者は、ポリグラフ分野
での重要な進歩を指摘し、統一的規格の欠如は
ポリグラフ自体が有効な科学的証拠として確立
するに伴い徐々に解決される、さらに陪審が不
当に影響されるということについてはその証拠
がないと主張する89）。
このような新しい傾向に従い相当数の裁判所

（a substantial number of courts）は許容性の問題
を再検討している。この問題へのアプローチは
大きく3つに分類できる。第1は、伝統的アプロ
ーチでポリグラフ証拠を一切許容しない、第2
は、かなりの裁判所のとる立場で両当事者の事
前の合意等がある場合に限り、公判裁判所の裁
量の下でポリグラフ証拠の受理を認める。第3
は、若干の裁判所のとる立場であり、たとえ同
意がなくても特別の状況が存在する場合に限
り、公判裁判所がポリグラフ証拠を許容するこ
とを認める。「第4、第5およびコロンビア特別
区巡回裁判所は、伝統的な絶対的排除のアプロ
ーチに固執してきた。」「第8巡回区はよりリベ
ラルなアプローチをとり、両当事者が同意する
場合にのみポリグラフ証拠の許容性を認める。」
「第3、第6、第7、第9、および第10ならびに軍
法上訴裁判所は、たとえ同意がない場合であっ
ても特別な状況が存在するとき、ポリグラフ証
拠の許容性を認める。第3および第7巡回区は、
自白は強制の結果であるとの被告人の主張を反
駁する目的でのポリグラフ証拠の提出を認め
る。」絶対的排除法則を修正する裁判所のアプ
ローチは多様であるが、「一貫する共通の特徴
（the common thread running through）は、規則
702条の下での全面的排除は不当としつつ、裁
判所でのポリグラフ利用には注意深く構成され
た制約がなくてはならぬとの認識である90）。」
③　「近年、ポリグラフ検査は有用かつ信頼

できる道具として次第に広範囲な支持を獲得し
ていることには疑問がない。ポリグラフ検査の
より広範な利用をもたらすことになった当該分
野で成し遂げられた進歩、および陪審はポリグ
ラフ証拠によって不当に影響されるとの証拠が
欠如していることを考慮して、われわれは、ポ
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リグラフ証拠を許容しない絶対的法則はもはや
正当化されないとの判断を下した裁判所に同意
する。もちろん、ポリグラフはなお進展中の不
確かな科学であり、すべての状況下にポリグラ
フ証拠の許容性を認めるのは妥当ではないと考
えてはいるが、“裁判所における真実発見を妨
げるいかなる法則も、同様に正義の実現（the

doing of justice）を妨げることになる。”それ故、
われわれは、この分野での最良のアプローチは
すべての関連性があり信頼性のある証拠を許容
することの必要性と特定目的での当該証拠の許
容がもたらす不公正な偏見の危険とを比較衝量
するそれであると考える。したがって、われわ
れは、ポリグラフ証拠が公判で許容されても必
要なバランスを保っていると考えられる2つの
事例の概要を示しておく91）。」
Ａ　同意（stipulation） 「ポリグラフ証

拠の許容牲を支配する第1の法則は、容易に適
用されるそれである。ポリグラフ専門家の証言
は当巡回区において、両当事者が検査の状況お
よびその許容性の範囲に関して事前に同意して
いるとき許容される。状況に関する同意には、
両当事者が検査が施行される方法、尋ねられる
質問の性質、および検査を実施する検査者の身
元などのような重要な事柄に関して同意してい
ることが示されていなければならない。許容性
の範囲に関する同意には証拠提出の目的が示さ
れていなければならない。両当事者がポリグラ
フ検査の前にこれら両条件に同意している場合
には、検査結果の証拠は許容される92）。」
Ｂ　弾劾または補強証拠　　ポリグラフ検査

が許容されうる第2の場面は、公判での証人の証
言を弾劾しまたは補強するために用いられると
きである。かかる目的のためのポリグラフ証拠
の許容性は、3つの予備的条件に服する。第1、
公判で当該証拠を利用しようとする当事者は、
相手方当事者に対し、専門家証言が提出される
であろうことを十分に予告（adequate notice）し
ておかなければならない。第2、一方当事者によ
るポリグラフ専門家の証言は、相手方当事者に
対し自らポリグラフ専門家による実質的に同一
の質問に相当する（covering）検査を行う合理的

な機会が与えられた場合に限り許容される。十
分な予告または相手方に対するポリグラフ検査
を行う合理的な機会の提供がない場合には、当
該証拠を排除する相当な理由となる。そして最
後に、補強証拠のために用いられると弾劾のた
めに用いられるとを問わず、ポリグラフ検査技
術者の証言の許容性は、補強または弾劾証拠の
許容性を定める連邦証拠規則に服する。例えば、
規則608条は証拠の信用性を立証するための意見
または評価証拠の利用を次のように制限してい
る。……それ故、証人がポリグラフ検査に合格
したとの証拠は、規則608条の下で同証人の信用
性がまず攻撃されてはじめて、同人の法廷証言
を補強するために許容される。上述の3条件が満
たされる場合であっても、弾劾または補強目的
でのポリグラフ証拠の許容性は全面的に公判裁
判官の裁量に委ねられる 93）。
すでに述べたように、専門家証言が適切かど

うかを決定する際の主たる判断基準は、それが
争点を解決する事実認定者に役立つかどうかで
ある。もちろん専門家証言には関連性がなけれ
ばならない。それ故、専門家証言を支配する連
邦証拠規則の下で公判裁判所は、○ ポリグラ
フ検査者の適格性が認められない、○ 検査手
続が不公正なまでに偏見的であった、あるいは
検査方法が杜撰（poorly administered）であった、
○ 質問内容が相当でないなどの理由で、ポリ
グラフの専門家証言を排除しうる。公判裁判官
はこの領域において広範な裁量権を有し、許容
性に関する決定は、明らかな裁量の濫用が立証
された場合を除き、破棄されることはない94）。
④　われわれは、ポリグラフの科学は不公正

な偏見の危険が極めて小さい（minimized）場
合には、限定的な状況下にポリグラフ証拠の利
用を認め、それを受け入れる程度まで進歩して
いると考える。ポリグラフ検査の信頼性はなお
激しい学問上の論争のテーマであるので、われ
われはこの分野においては注意深く手続を進め
ている。ポリグラフ検査の分野は発展し続けて
いるので、ポリグラフ証拠の許容性に関するル
ールを再検討することが必要となるかもしれな
い95）。
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〔一部同調、一部反対意見〕 「ポリグラ
フ証拠は両当事者が事前に検査の状況およびそ
の許容性の範囲につき同意しているとき、その
ような同意も公判裁判官の裁量に基づく受け入
れまたは拒否に服するとの条件で、当巡回区に
おいて許容できるとの判示には同調する。しか
し、ポリグラフは嘘を発見する信頼できる証拠
として学界で承認を得ているとの判示、および
ポリグラフ証拠は規則608条の下で許容できる
との判示には反対である96）。」
① 当裁判所の理由付けは、ポリグラフ検査

技術はその正確性が一般に学界で承認されてい
る程度に達しているとの命題から出発する。実
際は、学界は依然としてポリグラフの信頼性に
関しては鋭く対立している。「多くの理論家は
ポリグラフの基礎にある基本的な仮定（basis

assumptions）、すなわち嘘をつくことは十分に
ストレスとなり（stressful）、このストレスそれ
自体がポリグラフで記録できる生理的反応の中
に現れるということを疑問視している。さらに、
議会はポリグラフの利用を民間部門に厳しく制
限している。」ポリグラフ検査には2つの主要な
タイプがある。すなわち、対照質問法（control

question test）と緊張最高点質問法（concealed

information test）である。対照質問法は特定の
事件の捜査（investigating specific incidents）に
極めて頻繁に用いられている。「この対照質問
法の正確性については激論（much debate）が
ある。」緊張最高点質問法は犯罪にかかわった
人物だけがある質問に対する答えを知っている
という事実に焦点を合わせる。「この緊張最高
点質問法は、犯罪に関する情報は隠されている
（protected）ことを前提とするが、実際には、
警察はしばしばすべての被旋者に、さらにはメ
ディアに対しても犯罪に関する情報を提供して
いる97）。」
② ポリグラフ検査は連邦証拠規則の下で排

除すべきである。連邦証拠規則702条の下では、
専門家証言は事実認定者が証拠を分析する際に
役立つのであれば、その証言は相当なもの
（proper）として許容される。「ポリグラフは偶
然（五分五分）を少し越える程度（only slightly

greater than chance）の正確度で人が嘘をついて
いるかどうかを予言（predoct）できるにすぎな
いのであるから、それは事実認定者にほとんど
役立たない。」さらに、このごく僅かの有用性
と不公正な偏見の危険、争点の混乱、時間の浪
費とが比較されなければならない98）。
③ 「学界は依然としてポリグラフ検査の有

効性の問題をめぐり鋭く対立している。」また
ポリグラフ検査は事実上、極めて主観的で不明
確な生理的要素に依存している。その正確度は
偶然（50パーセント）を少し越える程度にすぎ
ない。「それ故、ポリグラフ証拠は、規則702条
の下でも、また証人を弾劾するための規則608
条の下でも、許容されるべきでない。」「本件に
おいては、訴追側は被告人のポリグラフ証拠の
許容性に同意せず、検査者の選択や検査状況の
決定にも参加しなかった。」それ故、原判決を
維持するのが相当と考える99）。
（3） ガード・イリノイ州最高裁判所判決

（1994年）
本判決 100）は、放火事件の重要証人のポリグ

ラフ関連証拠を許容したのは、たとえ被告人に
偏見をもたらすものではないにせよ、司法過程
の廉潔性を損なうものであり、明白な誤りに当
たるとして、被告人の有罪判決を破棄差し戻し
たものである。証人のポリグラフ証拠は、被告
人のそれと同様に刑事裁判において一切許容で
きない旨明示した州最高裁判決としても重要で
ある。
〔事実〕 被告人Ｘと共同被告人Ｙとは

1990年9月7日、同年5月31日頃に発生した放火
罪で起訴された。2人は保険金詐取目的でＹが
賃借し音楽店を開いていた建物に放火したとい
うのである。Ｙは同年8月2日、火災による商品
の滅失を理由に総額1万7千余ドル―限度額2
万ドル―の支払いを保険会社に要求してい
た。Ｙは1991年5月の公判で、有罪答弁をして3
年間の拘禁刑に服することで訴追側との取引が
成立した後、訴追側証人として本件犯行に至る
経緯について実に詳細な証言をした。さらに従
業員で“当分の間”Ｙらと同居していた甲も訴
追側証人として証言したが、本件放火事件に関
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する事情聴取時にポリグラフ検査を受けていた
ことについても証言したため、この点が問題と
なった。Ｘは証人台に立たなかった。なお、Ｙ
の証言によると、Ｙ（女）はともに子連れでＸ
と同棲したが、音楽店の事業が不振のため、Ｘ
とともに音楽店に放火して保険金を詐取するこ
とを計画した。甲の見ているところで行われた
第1回目の放火は失敗した。Ｙは後に甲に対し
「建物に放火する際のＹの役割とＸの役割につ
いて詳細に説明した。」101）。
公判当時20歳であった証人甲は、「警察によ

る最初の取調べ時に、火事については何も知ら
ないと述べた」旨証言した。甲はさらに直接尋
問で「嘘発見器のテストを受けることを求めら
れた」、そして3人（Ｘ、Ｙ、甲）同乗の車で検
査を受けに行く途中、Ｘが“検査にパスすれば
金が手に入る”“簡単にパスできるから心配す
ることはない、分かるか、足の指をくねくね動
かす（wiggle your toes）などしていて、嘘をつ
くときにはその動きをとめる”それで十分だと
述べた旨証言した。甲は反対尋問で、1990年8
月2日の最初の取調べに引き続き、同年8月30日
にはポリグラフ検査を受け、火事については知
らないと検査者に答えたところ、後に検査結果
は“黒であった（failed）”と知らされ、“少し
知っている”ことをほのめかした。そしてその
後に行われた第3回目の取調べで知っているこ
とをすべて正直に供述したうえ「最初の警察官
による取調べ時、および8月30日のポリグラフ
検査時には“嘘”をついていた」と述べ、“ポ
リグラフ検査後に、真実を供述した”旨証言し
たのである 102）。
控訴審は、披告人に不利益な証拠として「ポ

リグラフ検査に関する証拠を認容したのは誤り
である」としつつ、被告人側は公判で異議申立
てを一切していないうえ、たとえ甲の証言を考
慮に入れなくても、被告人の有罪を示す証拠は
圧倒的であることを指摘し、右誤りは破棄理由
となる誤り（reversible error）ではないとして、
被告人有罪の原判決を維持した 103）。これに対
し、被告人側が「証人のポリグラフ検査に関す
る証拠を許容したのは破棄理由となる誤りであ

る」等主張して、原判決の破棄を求めたのが本
件である。
〔判示〕 ①　「当裁判所は一貫して被告

人のポリグラフ検査にかかわる証拠は許容でき
ないと判示してきた。」そのような証拠の信頼
性は不十分であるからである。1981年の判例
（People v. Bayes, 430 N. E. 2d 1070）で当裁判所
は「ポリグラフ検査結果は証拠として許容する
旨の検査以前の被告人の同意があっても、同意
によって信頼できない証拠が信頼できる証拠に
なるわけではないからポリグラフ証拠は刑事裁
判で許容できない」旨判示している。しかし当
裁判所は最近、1992年の判決（ People v.

Melock, 599 N. E. 2d 941）において「当該証拠
の排除は、防御への公正な機会提供という被告
人の基本的権利を奪うことになるとの理由で､
被告人の自白の信用性を判断するという限定的
な目的のためにポリグラフ証拠は公判で許容す
べきであると判示した｡」しかし当裁判所はそ
の結論において、“われわれは本日、ポリグラ
フ証拠の許容性に関する一般的な法則を明らか
にしているのではない。そうではなく、将来の
事件において特定の問題が提示されたとき、そ
のような証拠の一般的な不許容に関するわれわ
れの見解を再検討する機会を留保しておく。わ
れわれは依然として、ポリグラフ検査に関する
事実、その詳細またはその結果は有罪または無
罪の問題に関しては一般的に許容できないとの
われわれの見解に確信がある”ことを明らかに
しているのである。本件はそのような機会を提
供している104）。
②　「証人の本件ポリグラフ検査に関する証

拠は被告人の公判で許容できない。検査が被告
人のそれであると証人のそれであるとを問わ
ず、ポリグラフ検査に関する証拠は同様に信頼
できず、偏頗な効果の方が証明力に優るため不
当に重視されかねないからである。」「証拠の許
容時になされなかった証拠提出への異議申立て
は再審理の放棄とみなされるというのは周知の
ルールである。しかし、被告人の異議の申立て
が記録に留められていないとしても、明白な誤
り（plain error）といえる程度に達した誤りは
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考慮できる（may notice）。証拠を許容したこと
が、被告人に対する誤判あるいは司法過程の廉
潔性と名声を汚す原因となる明白な誤りに当た
るというのであれば、その誤りは考慮されるの
である。この明白な誤りのルールの1つの目的
は、被告人に防御の機会を提供することにある
が、他の目的は司法過程の廉潔性と評価（rep-

utation）を維持することにある。後者の目的が、
本件でのわれわれの関心の焦点である。本件証
拠は、全くバランスがとれていないため、被告
人は本件ポリグラフ証拠の提出によって偏頗な
立場に置かれた（prejudiced）のであり、その
ことによって公正な裁判を受けることを妨げら
れたことになる。……被告人の公判において証
人のポリグラフ検査に関する証拠を許容したこ
とは、司法過程自体の廉潔性を弱め、名声を傷
つけたことになるから、それは明白な誤りに相
当するとの結論になる105）。」
（4） ポサード第5巡回区控訴審判決（1995

年）
本判決 106）は、被告人の同意を得て空港で手

荷物検査をした結果発見されたコカインの不法
所持等で起訴された被告人が、同意等の事実を
争い、それを補強する証拠としてポリグラフ検
査結果を証拠として提出しようとしたところ退
けられた事案につき、ポリグラフ関連証拠を一
切排除する従前のルールは、連邦証拠規則およ
び最高裁ドパート判決の下ではもはや有効では
ないとして、この点につき検討させるために有
罪判決を破棄差し戻したものである。
〔事実〕 被告人Ｘら3人は1993年9月17日、
身元不詳の第3者の運転する車でヒューストン
国際空港に到着した。Ｘらが荷物をおろすのを
見ていたヒューストン警察のＰらは、その荷物
の特徴およびＸらの態度から不審を抱き、既に
チェック済みのＸらの3個のスーツケースを空
港会社から取り戻し、強く押しつける
（squeeze）などの“予備試験（prepping）”をし
たところ、薬物臭消去のためによく用いられる
薬品（fabric softener）の香りがした。Ｐらはス
ナック・バーにいたＸらに近づき、身分を明ら
かにしたうえで、航空券と身分証明書の提示を

求めた。誰も英語を話せなかったので、捜査官
Ｑがスペイン語で会話をした。Ｘ、Ｙは身分証
明書を所持せず、Ｚの身分証明書の名前は航空
券等の名前と一致しなかった。荷物のことを尋
ねられるとＸらは持ち込みの手荷物を見せたの
で、Ｑが航空券内部にホッチキスでとじられて
いた荷物札を示すと、Ｘらは3個のスーツケー
スをチェックで預けたことを認めた。ここから
両者の話が分かれる。捜査官Ｑによると、予定
の便に乗れないことを危惧しつつ、Ｘらは手荷
物検査のために階下まで同道することに同意し
た。そしてその時点でＸらに自由に退去できる
旨告知したという。これに対し、Ｘらは、自由
に退去してよいとの告知は一切なく、むしろ自
由に退去できないような雰囲気（impression）
であったと証言した。階下では捜査官Ｐ､Ｑの2
人と被告人Ｘら3人のほかに、Ｘらのチェック
済みのスーツケースを持参したＤＥＡ捜査官が
加わった。Ｑによると、Ｘらはキーを所持して
いなかったのでキーを要求したその直後に「口
頭および書面で被告人Ｘらの捜査への同意を得
た。」またＸらに同意に応ずる必要はない（not

required to consent）旨告知したという。各種の
マスターキーを使ってスーツケースを開けよう
としたが成功せず、結局Ｐは南京錠をこじ開け
て内部を捜索した。これに対し、Ｘらは、Ｐが
南京錠をこじ開けてジッパーの一部を少し開け
ると、Ｐは突然それを中止して階上に駆け上っ
た。その間にDEA捜査官がペンナイフでスーツ
ケースを開け続け、内部を見て薬物のあること
を知らせた。その時点で、捜査官Ｐが同意書面
を持参して帰ってきた。そしてそれは被告人ら
によって署名された。その後に他に2つのスー
ツケースが開けられた旨証言した107）。
Ｘらは、証拠排除手続では3人の捜査官とＸ

ら3人の被告人との“宣誓合戦（swearing match）”
となりＸらが負けるであろうと考え、「Ｘらの
宣誓供述書における主張の真実性を裏付けるた
めにポリグラフ検査を受ける」ことを計画した。
検査が実施される前に被告人らの弁護人は、訴
追側と接触し、検査に参加する機会を提供した。
Ｘらはまた、検査結果は公判であれその他にお
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いてであれ、訴追側が利用したいと考えるどの
ような場面（in any way）でも許容できること
の同意を求めた。訴追側はこの機会（opportu-

nity）を拒否した。
Ｘらは、ポリグラフ専門家甲、乙の検査を受

けた。Ｘらはいずれも、以下のような質問を受
け、以下のように答えた。
Ａ　最初のバッグを開ける前に、捜査官はこ

れらバッグの捜索をする許可を求めましたか。
いいえ。
Ｂ　あなたの手荷物を捜索する前に、すでに

逮捕されていると告げられましたか。はい。
Ｃ　空港で、自由に退去できると告げられま

したか。いいえ。
Ｄ　あなたのバッグを開ける前に、警察官は

ミランダの権利を告知しましたか。いいえ。
甲、乙は、いずれにも“虚偽は認められない

（deception was not indicated）と結論した。Ｘら
はその後、公判前の証拠排除手続で、あるいは
連邦証拠規則およびドバート判決の示した基準
の下で専門家証言としてのポリグラフ検査の許
容性に関する審理手続で、これら検査結果に関
し甲、乙に証言を認める命令を出すよう申し立
てた。Ｘらの提出物には、ポリグラフ検査に関
する報告書のほか、甲、乙両名の履歴書が含ま
れていた。この問題に関するドバートの審理手
続（a Daubert hearing）を要求する裏付けとし
て、Ｘらはポリグラフ技術は十分に科学的に有
効であり許容できることを立証するために、も
う1人のポリグラフ専門家丙の宣誓供述書を提
出した。
「引き続き行われた排除手続の冒頭、地方

裁判所は、ポリグラフ証拠を検討することを
簡単に拒否し、さらに同証言が連邦証拠規則
の下で信頼性があり関連性があるかどうかを
検討することを拒否した。」そして地方裁判所
は排除手続の結論として、被告人らの主張を
すべて退け、Ｘらはバッグが開けられる前に
手荷物の捜索を熟知したうえで任意に（know-

ingly and voluntarily）同意しており、バッグが
捜索された後ではじめて逮捕されたものであ
ると判示した。Ｘらはコカイン所持等の訴因

で有罪判決の言い渡しを受け、これに対し、
控訴を申し立てたのが本件である108）。
〔判示〕 「われわれの先例は、ほとんど

変わることなしに（without few variations）、ポ
リグラフ証拠は連邦裁判所においてはいかなる
目的のためであっても許容できないと明確に判
示してきた。しかしながら、われわれは今、ポ
リグラフ証拠の許容性を否定する当巡回区の絶
対的法則の下にある根拠（rationale）はドバー
ト判決以降もはや有効ではない（did not survive

Daubert）と結論する。それ故、連邦証拠規則
および最高裁ドパート判決で具体化された原理
に照らして、本件提出の証拠の許容性を判断す
るために、原地方裁判所に破棄差し戻すことが
必要となろう109）。」
① 証拠規則702条　　「ドバート判決以前に

は、当巡回区での科学的証拠の許容性を判断す
る基準はフライの“一般的承認”テストの基準
であった｡」フライ基準は「短い引用文なしの判
決に由来するが」、それ以降、ポリグラフは一般
的承認を得ていないので信頼できないとして排
除されてきた。「ドバート判決は、フライのアプ
ローチは連邦証拠規則の採用によって取り替え
られた（superseded）と判示し､“厳格な（austere）”
フライ基準を明確に退けた。」最高裁は「規則
401条や402条に反映している連邦証拠規則の
“緩和傾向（liberal thrust）”を検討した後、専門
家証言の許容性を支配する規則702条には“一般
的承認”を許容性の絶対的要件とするものは一
切ないことを指摘した。」同規則が命じているの
は、提出された証拠が科学的知識として許容で
きるほど十分に信頼性（reliability）があり、事
実認定者に役立つという意味で関連性があるか
どうかであるとの判断を示したのである110）。
残されている問題は、ポリグラフ検査技術が

規則702条の定める“科学的、技術的、または
その他の専門知識”に当たるといえるほどフラ
イ以降の70年間に十分な技術的進歩を遂げたか
どうかである。ドバート以前においても当裁判
所のポリグラフに関する見解はいく分拡張され
てきた。当裁判所の12人の裁判官は1980年には、
ポリグラフが一般的に承認されているかどうか

24 MEIJO  L.S.R.  No.15

論説



は再検討の必要があることに同意した。そして
1984年には、当巡回区がポリグラフ証拠の絶対
的排除法則に固執することに議論があることを
認識して「従前の先例を変更するには全裁判官
が関与して検討する必要がある」と結論したの
である。ドバート判決以降、絶対的（排除）法
則はもはや有効とはいえない。「フライ判決以
降において、その設備および技術においてポリ
グラフが非常な進歩を遂げてきたことに疑いは
ない。ある研究によれば、一定の状況下でのポ
リグラフ検査の真偽の判定の正確度は70パーセ
ントから90パーセントであるという。検査の正
確性に関して残された争いは、ほとんど専ら検
査状況の完全性（integrity）や検査者の適格性
における変動要因（variation）に帰せられてい
る。そのような変動要因は、われわれが規則
702条の下で日常的に許容している科学的証拠
にも存在する。さらに職業的なポリグラフ検査
者の要件が次第に統一化されているという望ま
しい指摘もある。ポリグラフ技術はさらに広範
な研究の対象とされているばかりか、いまやポ
リグラフは民間会社の雇用者や政府機関によっ
て広く用いられているのである111）。」
以上を繰り返すと、われわれは、ポリグラフ

検査は科学的に有効である、あるいはそれらは
本件その他の個別事件において常に事実認定者
に役立つであろうと判示する。われわれは単に、
ポリグラフ技術の能力に関する時代遅れの考え
方や最高裁によって明示に変更された法的観念
に基づいて許容性を禁止する絶対的法則の障害
物を除去するにとどまる112）。
② 門衛としての証拠規則403条　　「ポリ

グラフ証拠が規則702条の要件を満たしている
としても、規則403条のような他の排除法則が
作用して当該証拠が排除されることはありう
る。」フライ法則とは別に、ポリグラフ証拠へ
の伝統的な反対論は、ポリグラフ証言には不当
かつ偏頗な効果があることを指摘してきた。本
件文脈および証拠によれば「ポリグラフ証言の
偏頗な影響を相殺しうるいくつかの要因があ
る。第1、訴追側は検査が実施される前に接触
を受け、証拠の限定的利用に関する同意を含め、

検査に参加する機会を与えられていた。そのよ
うな場合、両当事者はポリグラフ検査結果に関
する危険を負担しており、このことは同時に不
公正な偏見を減少し、信頼性を増加させること
になる。第2、当該証拠は公判で陪審の面前で
提出されたのではなく、地方裁判所の裁判官面
前での公判前の証拠排除手続で提出されたもの
である。地方裁判所の裁判官が科学的に有効で
あるとの主張に惑わされてポリグラフ証拠に不
相当な証拠価値を付与するようなことは素人の
陪審員に比べてはるかに少ない。」
さらに本件記録によれば、この証拠の証明力

を実質的に高める諸要因がある。公判裁判官は
証拠排除手続で、相反する捜査官Ｐらの供述と
被告人Ｘらの供述との判断を求められた。この
ことは珍しい状況とはいえないが、本件ではＱ
だけがスペイン語を話せる捜査官であり、彼だ
けがＸらとの同意の有無などに関するやりとり
について証言できた。相当な理由の審理手続に
おいても証拠排除手続においても彼は同意書の
内容をＸらに説明したと証言したが、同意書
（スペイン語で印刷されている）を読むことが
できなかった。さらにＸらは、逮捕前にＸらの
スーツケースを取り戻した際の捜査官の供述と
相異なる利害関係のない航空会社従業員の証言
を提出した。最後に、Ｘらは、捜査官Ｑにかか
わる他の地裁における類似の事件での命令書を
証拠として提出した。同事件で、Ｑの供述は
“信用できない”として被告人らの同意があっ
たとされる捜索で発見された証拠を排除する旨
の決定が下されている。「個々的に見れば、こ
れらの不一致は説明可能で不都合ではないとい
えるかもしれないが、総合的に検討すると、事
件当日に発生した事実についての相反する供述
（the competing versions）のどちらが真実である
かを明らかにする証拠の必要性を高めていると
思われる113）。」
③ 結論 以上の理由で、排除の申立に関

する原地方裁判所の決定を破棄し、被告人の有
罪判決を無効とし、連邦証拠規則および最高裁
ドパート判決で具体化された原理の下で被告人
によって提出されたポリグラフ証拠の証拠法上
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の信頼性および関連性につき検討させるため
に、本件を地方裁判所に差し戻すこととする
114）。

（5） ポータ・コネチカット州最高裁判
決（1997年）
本判決 115）は、第1級放火罪で有罪とされた

被告人がポリグラフ検査結果の許容性に関する
審理を求めていた事案につき、科学的証拠の許
容性に関してはドバート判決が適用されるとし
つつ、ポリグラフ証拠の絶対的排除法則はなお
維持されるとしたうえで、本件ポリグラフ検査
の排除は被告人の強制的証人喚問請求権に違反
しないとしたものである。本判決には「フラ
イ・テストを廃棄し、ドパート判決の一般的原
理を採用する」点については多数意見に同意す
るとしつつ、「絶対的排除法則は被告人の憲法
上の防御権を侵害する 116）」として、その裏付
けとして、1996年の軍法上訴裁判所シェファ判
決を引用する詳細な一部同調、一部反対意見が
付されていることも興味深い。判例の整理とし
て有益であるばかりか、次節で詳論する最高裁
シェファ判決につながる重要な州最高裁判決で
ある。
〔事実〕 1992年7月20日、被告人Ｘの家

屋が全焼し、その後、Ｘは第1級放火罪の2訴因
で起訴された。Ｘは公判開始前に、ポリグラフ
検査者甲に依頼して本件火災にかかわっていな
いとの主張時に真実を述べていたかにつき判断
するためにポリグラフ検査を実施してもらった
が、事前に訴追側に検査の告知をしなかった。
Ｘに尋ねられた関連質問は、○ あなたは自宅
に火をつけましたか、○ あなたは警察官への
供述の中で1度でも嘘をついたことがあります
か、○ 誰かがあなたの家に火をつけたと考え
ていますかというもので、甲の見解によると、
Ｘが右各質問に“いいえ”と答えたとき、Ｘは
真実を語っていたというのである。そこでＸは、
右ポリグラフ検査の結果を許容するよう申し立
てたところ、公判裁判所は証拠排除手続を開い
た後、ポリグラフ証拠の許容性を禁止するコネ
チカット州の伝統的な絶対的排除法則を再検討
するのは公判裁判所の役割ではないと述べて、

Ｘの申立てを退けた。Ｘは証人台に立たず、第
1級放火罪の1訴因につき有罪判決の言い渡しを
受けた。これに対し、Ｘは「公判裁判所がＸに
有利なポリグラフ検査結果の許容性を否定した
のは不当である、さらにポリグラフ検査に関す
る証拠法上の立証の申立て（evidentiary offer of

proof）を退けたのも不当であると主張して」
控訴した。控訴裁判所は、“公判裁判所と同様
に当裁判所も、ポリグラフ結果の許容性を禁止
するコネチカットの先例に拘束される”と結論
し、公判裁判所の決定を維持した。
これに対し、Ｘが上告の許可を求めたところ、

コネチカット州最高裁判所は、“本件状況下で、
被告人のポリグラフ証拠の許容性に関する証拠
法上の審理手続を求める被告人の要求を退けた
公判裁判所は正しいと結論した控訴裁判所は相
当であったか”の問題に限定して、上告の許可
を認め、6対1で原判決を維持した。その要旨は、
およそ次のとおりである117）。
〔判示〕 ① 「被告人は、合衆国最高裁判

所がドバート判決で明らかにした科学的証拠の
許容性のための連邦基準をコネチカット州も採
用すべきであると主張する。われわれは、正し
く解釈され、かつ適用されると、ドバート判決
は科学的証拠の入口の許容性への適切な手引き
（proper approach to the threshold admissibility of

scientific evidence）を提供していることに同意
する118）。」
Ａ まず科学的証拠の許容性に関するフライ

基準とドパート基準とを一般的に検討してお
く。フライ法則はドバート判決が出るまで「70
年間にわたり連邦および州裁判所で支配的であ
った。」フライ判決自体、嘘発見器の事案であ
り、嘘発見器の検査結果の許容性に言及した最
初の連邦控訴審判決であった。最高裁はドバー
ト判決で“規則702条の規定には許容性の絶対
的要件として一般的承認を確証したものは一切
ない、かかる厳格な基準は連邦証拠規則と矛盾
しており、連邦裁判所において適用すべきでな
い”と結論した。「連邦の公判裁判所は、規則
702条に従って提出された証拠が“事実認定者
に役立つ”かどうかを判断する責任がある。
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“問題の科学的技術の基礎にある理由付けが科
学的に有効といえるか、そしてその理由付けが
争われている事実に適用可能か”の２つの検討
が必要となる。換言すると、提出された科学的
証拠が許容される前に公判裁判官は、それには
信頼性があり、かつ関連性があることを認定し
なければならない」というのである119）。
Ｂ　次に当州での科学的証拠の許容性の適切

な基準について検討する。まず最初に、コネチ
カット州は名目的に（nominally）フライ法則に
従っていることを指摘しておく。しかし、先例
を詳細に検討すると「多くの場合において、専
門家の科学的証言の検討時にわれわれはフライ
を適用することを拒否してきた」ことが分かる。
「長年にわたり、われわれが有効性の基準の方
向へ歩み続けてきたことは明らかである。われ
われは（今が）この進行を完成させる好機であ
る、そして“ドバートの（信頼性の）アプロー
チは、今日まで当州法域で混乱を続けほとんど
明確にされなかった法領域に対し、骨組みと指
針（structure and guidance）を提供している”と
考える。したがって、ドバートのアプローチは、
コネチカット州における科学的証拠の許容性を
支配すべきであると結論する。」われわれは最
初に、一体なぜ、科学的証拠の許容性には特別
の基準が必要とされるかを検討しておく。「フ
ライ判決およびドバート判決の両者に黙示的で
あるのは、公判裁判官はそれを考慮することを
事実認定者に認める以前に、種々の方法によっ
て、門衛（gatekeeper）としての役割を果たし、
科学的証言の有効性に関する予備的評価（pre-

liminary assessment）をすべきであるとの考え
である。」しかし、若干の評釈者は、提出され
た科学的証拠の有効性は専らその証明力（its

weight）であってその許容性ではない、それ故、
事実認定者には提出されたすべての科学的証拠
を考慮する機会が与えられるべきであると主張
してきた。
このような見解によれば、提出された科学的

証拠の有効性につき裁判官が独立して判断し、
それに基づいて許容性の判断を下すことを命じ
たものとして規則702条を解釈することはでき

ない。そうではなく、“公判裁判所は専門家証
人が信用できる（trustworthy）ことを保証すれ
ば足りる”というのである。それ故、科学的証
拠に直面した裁判官は、陪審がすること－す
なわち、当該証拠が信用できるかどうか、そし
てどの程度まで信用すべきか－をすべきでは
ない、そうではなく、裁判所は、事実認定者が
自ら争点を判断するために自由にできる情報が
十分であるかどうかを検討すべきであるという
のである。
このような分析には賛成できない、そして提

出された科学的証拠の許容性を判断する際に、
その証明力を判断する際と同様に、その基礎に
ある方法論（methedologies）の有効性が検討さ
れるべきであると結論する。したがって、われ
われはまた、公判裁判官が門衛としての役割を
果たすのは適切であると結論するのである
120）。
この点に関し、陪審が複雑な科学的証拠に圧

倒されてそれを重視しすぎるかについては争い
がある。科学的証拠の陪審への影響に関する経
験的データが欠けているからである。その結果、
陪審が不当に科学的証拠を信用することになる
かどうかは明らかでない。現に、科学的証拠の
裁判官への影響に関する直接的な経験的証拠も
欠けている。
裁判官および陪審への科学的証拠の影響は明

らかでないけれども、純粋に手続的問題として、
裁判官は陪審よりも、はるかにそのような証拠
の基本的有効性を正確に評価することができ
る。それは公判で果たす両者の役割が相異なる
ためである。
例えば、陪審は専ら法廷での証言に依拠して

科学的証拠を理解することになる。すなわち、
陪審は両当事者の説明（presentation）および専
門家の証言に頼りがちである。他方、裁判官に
は趣意書（briefs）やその他の文書を吟味でき
るという利点（benefit）がある。現に、コネチ
カット州の公判裁判官には、提出された科学的
証拠にかかわる争点を含み、解明が必要ないか
なる争点に関しても補充書（supplemental brief-

ing）の提出を求める権限がある。
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さらに、刑事事件を主宰する裁判官には、必
要なときに独立の専門家を任命する権限が明示
に与えられている。そのような任命がなされう
るのは、提出された科学的証拠を裁判官が評価
するのに役立つからであることに間違いない。
さらに“重要な要素は、類似の科学的争点に繰
り返し接触し、それに精通することを介して得
る裁判上の知見の啓発（the development of judi-

cial expertise through repeated exposure to and

familiarity with similar scientific issues）”である。
裁判官は、そのような争点を含む多くの事件を
主宰することによって次第に科学的技術一般に
精通するようになる｡
このような背景からして、われわれは科学的

証拠に関する公判裁判官の門衛的役割（gate-

keeping role）は適切であると結論する。裁判官
が科学的証拠を不当なまでに重視するその程度
は明らかではないけれども、司法過程への参加
者として接触する機会がより多く、関連情報の
収集能力のある裁判官に、無効な科学的証拠を
完全に排除する根限を与えるだけでその危険の
可能性（the potential risk）は大いに減少しうる
121）。
②　コネチカット州の裁判官は門衛の役割を

果たすべきであると結論したので、次にフライ
の“一般的承認”の基準はこの役割に適切では
ないとの結論を簡単に説明する。われわれはま
ず、ドバート判決以前においても、フライ法則
は広範に批判されていたことを指摘しておく。
“学者は、フライのアプローチを不当に保守的
であり基本的な証拠法上の原理を放棄している
と批判してきた。科学的見解を単に一般的に承
認されていないとの理由だけで、その有効性に
つきそれ以上の考察を何ら加えることなしに排
除するのは、現代の証拠法の寛大性（liberal

nature）と矛盾する”というのである。
このようなフライ・テスト批判は説得的であ

る。われわれは単に、“一般的承認”のみを前
提とした科学的証拠の許容性のテストは概念的
に欠陥があり（conceptionally flawed）、それ故、
退けられなければならないと結論するにすぎな
い。われわれは、ポリグラフ証拠を排除するこ

とにより、ドバート判決前後に、科学的証拠の
許容性の絶対的前提要件としてのフライ基準を
退けることを選択してきた多数の法域と歩調を
合わせる（follow in the steps of many jurisdic-

tions）ことになる122）。
「1993年にドバート判決が言い渡された当時、
既に全部で20州がフライを退け、科学的証拠の
許容性に対する“有用性（helpfulness）”ないし
“関連性（relevancy）”テストを採用していた。
フライから離れてドバートのアプローチヘ向か
う州裁判所の動きは、ドバート判決以降も続い
ている。」現在、フライを退けて、ドバートの
アプローチを採用した州の多く（most of the

states）は、連邦証拠規則702条に類似する州証
拠法典（コネチカット州にはない）を有してい
る。また702条類似の証拠規則のないその他の
すべての州－アラバマ、カリフォルニア、イ
リノイ、メアリーランド、ニューヨークの各
州－は、ジョージア州と今ではコネチカット
州を除き、現在のところ、フライ基準の下で機
能している。しかし、これら5州のうち3州－
アラバマ、イリノイ、メアリーランドの各
州－は、単にこの問題に言及する機会がなか
ったにすぎない。それ故、残りの2州－ュー
ヨーク州とカリフォルニア州－だけが、明示
にドバートを退け、フライを維持していること
になる。さらに、カリフォルニア州は表面的に
は（ostensibly）フライに従ってはいるが、“一
般的承認”は全員一致を要求するものではない
し学界での多数の支持者（majority support）を
要求するものではないと判示することによっ
て、厳格な“一般的承認”の無分別（impru-

dence）を暗に認めている。いずれにせよ、わ
れわれは、フライを退けてドバートのアプロー
チを採用する上記の理由付けは、702条類似の
証拠法典の存在とはかかわりなく有効であると
結論する123）。
次に伝統的なポリグラフ証拠の絶対的排除

法則を廃止すべきであるとの被告人の主張に
つき検討する。当裁判所は、ポリグラフ検査
の結果はたとえ証人がこのような検査を喜ん
で受けたとしても一切許容できないと繰り返
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し判示してきたが、このような見解はドバー
ト判決と矛盾すると被告人は主張する。決定
的なものとしてではなく当面の問題として、
ポリグラフ証拠はドバート判決によって明ら
かにされた許容性の第1関門（admissibil i ty

threshold）を満たしていると仮定しておこう
（will assume）。「しかし、ポリグラフ検査に関
する判例法および広範囲に及ぶ文献の検討後
にわれわれは、ポリグラフ証拠の偏頗な影響
はその証拠価値をはるかに凌駕することを確
信するに至った。したがって、従前の十分に
確立した排除法則を破棄する理由が見当たら
ず、ポリグラフ証拠は、証拠法則が適用され
るすべての公判裁判所の手続において、かつ
いかなる裁判目的のためであれ、コネチカッ
ト州裁判所においては依然として絶対的に不
許容とすべきであると結論する124）。」
決定的なものではなく、さしあたりの問題

として、ポリグラフ証拠はドバート判決の要
件を満たしていると仮定しておく。ポリグラ
フ検査には種々の疑問があるが、ポリグラフ
証拠は十分に有効でありドパートの第1関門を
通過しうると仮定しておくのである。
「しかしながら、われわれは、ポリグラフ

検査を許容すれば、手続的にも実体的にも、
コネチカット州裁判所の機能に極めて有害
（highly detrimental）となると結論する。前述の
ように、ポリグラフ検査の証拠価値は、たと
えドバート（の判断基準）を満たしていても、
極めて低い。したがって、われわれは、たと
えポリグラフ証拠には確かに一定の証拠価値
があるとしても、それよりも偏見的な効果の
方が実質的に大きい（substantially outweighed）
と結論する。それ故、われわれは、コネチカ
ット裁判所においてポリグラフ証拠の利用を
禁止する絶対的法則を再確認する125）。」
「裁判所でのポリグラフ証拠の利用を認める

ことに伴う最も重要かつ基本的な問題は、利用
を認めれば陪審の事実認定の領域を侵すことに
なるということである。陪審は伝統的に証人の
信用性についての唯一の判断者とされてきた。
証人が真実を語っているかどうかの判断は、す

べての陪審の理解および能力の範囲内のことで
ある。しかし、多くの科学的証言は、陪審が自
ら判断できない事柄を含んでいる点で、ポリグ
ラフ証拠とは明らかに（facially）異なっている。
例えば、陪審は、専門家の助言と証言がなけれ
ば、血痕に特定の個人のものと一致するDNA

が含まれているかどうかの判断をすることがで
きない。ポリグラフ証拠が陪審に及ぼす影響に
ついてはほとんど研究がなされていない。陪審
の役割を維持することの重要性に照らすと、こ
のような不確実性だけで（this uncertainty only）
ポリグラフ証拠を排除し続けることが正当化さ
れることになる。」
さらに、刑事被告人に陪審員による裁判を受

ける権利が保障されているのは、証人が“不正
確”な物理的信号を送る場合、1人であれば誤
るかもしれないが、陪審員全体の累積的な印象
であれば真実に到達するであろうとの考えに一
部基づいている。1人の人間－ポリグラフ専
門家－に当該証人を正直または不正直と判断
することを認めるのは、こうした陪審制度の前
提を侵害することになる126）。
「フライ法則に対する批判者およびポリグラ

フ証拠排除に対する批判者は総じて、その主張
の（裏付けの）一部として、フライは実際は無
実（factual innocence）であったと時折主張して
きたということは興味深い。もし本当に、フラ
イが起訴犯罪について無実であったというので
あれば、フライ法則が間違いでありフライ法則
が犯人（culprit）であったということになろう。
科学が彼の無実を晴らそうとし、かつそれがで
きたそのときに、無実の人間を有罪とすること
を許したからである。“科学的証拠の有効牲に
対するフライ判決裁判所の偏狭で束縛的な態度
（parochial, constraining attitude）がなければ、無
実の人間が殺人罪で不当に有罪判決を言い渡さ
れ、それで処罰されることはなかったであろう”
というのである。それ故、論者は種々の機会に、
誰か他の人物がフライが有罪とされた殺人事件
について自白した、その後にフライは恩赦
（pardoned）されたと断言（asserted）してきた。
しかし、その後の研究成果（subsequent scholar-
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ship）は､第3者の自白とそれを理由とする恩赦
はいずれも“民間伝承”にすぎない（nothing

more than "folklore"）こと、そして、事実、フ
ライは仮出獄（paroled）の前に18年間刑務所で
服役していたことを明らかにしている。」さら
に、たとえフライが本当は無実であったとして
も、それにもかかわらず、われわれは裁判所が
フライ判決で血圧計の証拠を排除したのは正し
かったと結論する127）。
被験者が嘘をついているか、真実を話して

いるかを判断するポリグラフ技術の能力は依
然としてかなり疑わしい（still high question-

able）。それ故、被検者の真実性に関するポリ
グラフ検査者の最終的結論は事実ポリグラフ
器械に基づいたものである－すなわち科学
に基づいたものである－ことを確信をもっ
て述べることはできない。単なる偶然または
本能に基づいた証人の信用性評価は、公判で
は許容できない。したがって、ポリグラフ検
査者の最終的結論がたまたま正しかったとい
う事実があったにせよ、それは公判で許容す
べきであることを意味しない。さらにポリグ
ラフ検査結果を裁判で許容するとなると、莫
大な時間の浪費を伴う“専門家の争い（battles

of experts）”を招きかねない。現に、ポリグラ
フ証拠は専門家の間で分裂した争い（disrup-

tive conflicts between experts）を引き起こしてい
る。また、ポリグラフ検査手続はほとんど統
一化されていない（little standardization）。さら
にポリグラフ検査それ自体の性質のため広範
な専門家の争いが不可避となる。多くの専門
家は、ポリグラフに何らかの価値のあること
に反対している。これに対し、他の科学的証
拠は、少なくとも抽象的には一般に承認され
ている検査および手続を前提にしている、例
えば、DNA鑑定がそうである128）。
ポリグラフ証拠に関する絶対的排除法則を維

持するとのわれわれの結論は、この問題を検討
してきた裁判所の多数の結論と一致している。
ドバート判決に拘束されない州控訴裁判所は大
部分（largely）、ポリグラフ証拠の偏見的効果
はその証拠価値を凌駕しているとのわれわれの

判断に同意している。その結果、各州のおよそ
約半分（approximately one half of the states）は、
刑事裁判においてポリグラフの許容性を禁止す
る絶対的法則を有している。これらの中のいく
つかの裁判所は、ポリグラフの疑わしい信頼性
および偏見的な効果に照らすとドバート判決は
ポリグラフ証拠の許容を要求するものではない
ことをとくに判示している。
この問題を検討した残りの州の多数は、事前

にすべての両当事者によってそれを許容するこ
とが同意されている場合に限り、ポリグラフ証
拠を公判で許容すると述べている。同意があれ
ばポリグラフ証拠を許容する法域においても、
一般に、そのような証拠が信頼できるとか同意
によって有効性が確保されたとは断定していな
い。そうではなく、証拠の許容性は、単に両当
事者の証拠法上の異議申立て権の放棄に依拠し
ているのである。しかし、このような理論付け
には納得できない。「われわれの見解によると、
ポリグラフ証拠の信頼性が限定されていること
と、その偏見的効果が大きいこととをあわせ考
えると、そのような証拠は、たとえ同意がある
としても許容すべきでないとの結論に至らざる
を得ない。」同意がなくてもポリグラフ証拠を
許容する州もあるが、その多くは公判以外の手
続でのみそれを許容するにすぎない。ごく少数
の州（only a few states）だけが合意されていな
かったポリグラフ証拠を公判自体で許容するこ
とを認める。これらの州は、少なくともある限
定的な状況下において、ポリグラフ証拠には偏
見よりも証拠価値の方が大きいため許容してよ
いとする。われわれが、このような見解に同意
できないのは、上述のとおりである 129）。
「文献および判例法を徹底的に調査した結果、
われわれの古くから確立しているポリグラフを
不許容とする法則がなお分別のあること（the

continued wisdom）をわれわれは確信する。ポ
リグラフ検査技術には種々のものがあり、嘘発
見技術も進展し続けていることは承知してい
る。もしいつか近い将来、確実な証拠によって、
ポリグラフないし嘘発見技術が十分に信頼でき
る段階に達し、そのような証拠の証拠価値がそ
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の偏見的効果を凌駕していることが確証されれ
ば、われわれはこの問題を再検討せざるを得な
いであろう。しかし、そのようなときがくるま
で、被告人がポリグラフ証拠を提出する度毎に、
証拠法上の審理手続をするよう当州の裁判官に
要求することの意味を理解することができない
のである130）。」

Ⅳ　合衆国最高裁シェファ判決
（1998年）

このような状況下に合衆国最高裁は1998年3
月31日のシェファ判決において、ポリグラフ検
査にかかわる一切の証拠を排除する軍事証拠規
則707条（Military Rule of Evidence 707）の合憲
性が争われた事案につき、ポリグラフ検査の信
頼性は依然として激しく争われており学界での
コンセンサスが全く欠如していることに照らす
と、絶対的排除を定める証拠規則は合理的で均
衛を失しておらず、被告人の防御権侵害を肯定
した従前の判例とも矛盾せず、憲法第6修正に
違反しない旨の判断を示したのである。本判決
は、あくまでも被告人に有利なポリグラフ検査
結果をも一律に絶対的に排除する軍事証拠規則
707条の規定は被告人に有利な証人喚問請求権
を定める合衆国憲法第6修正のいわゆる強制手
続条項（the Compulsory Process Clause）に違反
するかが争われた事案であり、被告人に不利な
ポリグラフ検査結果の証拠能力を肯定すれば憲
法上問題となりうるかにつき判示したものでは
ない。しかし、前述のようにドバート判決以降、
ポリグラフ証拠についても従前のフライ法則の
一般的承認の基準に代えて、関連性と信頼性が
認められる限り証拠能力を肯定するのが判例の
すう勢であるだけに、合衆国最高裁が本判決で
8人の裁判官の一致した見解としてポリグラフ
検査の信頼性をめぐる激しい見解の対立を指摘
して、少なくとも刑事裁判での絶対的排除は合
理的である旨明示した意義は大きい。
【事実】 カリフォルニア州にある空軍基

地に勤務する空軍兵士Scheffer（Ｘ）は1992年3
月はじめ、薬物捜査を任務とする空軍特別捜査

隊（the Air Force Official of Special Investigation）
に自ら志願し、随時のポリグラフおよび尿検査
に応ずることを条件として、同年3月5日から薬
物捜査に関する情報提供者として働くことを認
められた。同年4月7日、尿検査に応ずるよう求
められたＸは、排尿は1日に1回であり、すでに
済ませているので尿の提出は明日にして欲しい
と述べたうえで、その時まで秘密の情報提供者
としての仕事を続けることの許可を求め、いず
れも認められた。なお、Ｘは同年3月末から4月
はじめにかけて、民間人Ａ、Ｂが大量の薬物取
引に関与している旨の情報を提供していた。Ｘ
は翌4月8日に尿を提出し、4月10日にはポリグ
ラフ検査にも応じた。Ｘは同検査中、① 空軍
に入隊以降、違法に薬物を使用したことがある
か、② 今までに特別捜査隊に提供した薬物情
報に関して嘘をついたことがあるか、③ 両親
以外の誰かに今までに特別捜査隊に協力してい
る旨話したことがあるかの3質問に対し、すべ
て“ノー”と答え、検査者は、Ｘが入隊以降の
薬物使用を否定したときのポリグラフ検査結果
は虚偽ではない（no deception）ことを示して
いるとの意見を述べた。Ｘは4月30日、基地に
戻らず所在不明となったが、5月13日、アイオ
ワ州において通常の交通検問でスピード違反お
よび無免許（免停中）により逮捕された。その
後（5月14日頃）、空軍特別捜査隊は、Ｘの尿検
査が陽性反応を示していることを知った。
Ｘは薬物使用のほか、13日間の悪意による帰

隊義務違反等で一般軍法会議（general court

martial）の審理に付された。Ｘは証人台に立っ
て、故意（knowingly）の薬物摂取を否定する
とともに、4月6日にＢ宅を訪問し、深夜帰隊し
ようとしたが車の中でねむってしまった。Ｂ宅
は空軍基地からかなり離れたところにあり、ど
のようにそこまで車を運転して行ったのか全く
記憶にない等と証言した。訴追側（proseution）
は反対尋問で、Ｘの以前の供述との矛盾を指摘
しつつ、法廷証言は嘘である、Ｘは嘘つきであ
り（He lies, he is a liar）全く信用できない、故
意に薬物を摂取したことは明らかである旨激し
く弾劾した。
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そこでＸは、自らの証人としての信用性を攻
撃されたのでそれに反駁するために、先のポリ
グラフ検査結果を証拠として許容することを求
めたところ、軍事証拠規則707条の規定－
「ポリグラフ検査結果、ポリグラフ検査者の意
見、もしくはポリグラフ検査諾否の申込みへの
言及は証拠として許容できない」と定め、軍法
会議でのポリグラフ関連証拠の許容性を一切否
定する－を根拠として否定され、すべての訴
因につき有罪とされ、30か月の拘禁刑等の言い
渡しを受けた131）。
これに対し、Ｘが控訴を申し立てたところ、

空軍刑事控訴裁判所は、「本件争点は、ポリグ
ラフ検査が軍法会議による裁判（ trials by

courts-martial）で許容されるべきかどうかでは
なく、米国大統領が憲法上その許容性を禁止で
きるかどうかである132）」と指摘したうえで、7
対2で、規則707条は被告人の信頼性ある証拠の
提出権を専断的に（arbitrary）制限していない
としてＸの有罪判決を維持した。
しかし、合衆国軍事控訴裁判所（the United

States Court of Appeals for the Armed Force）は、
Ｘの再審査（Review）の要求を認めたうえで、
3対2で次のような判断を示し、右判決を破棄差
し戻した。すなわち、軍事証拠規則702条は、
事実認定者に役立つ限りにおいて専門家証言を
許容しており、「合衆国最高裁は1993年のドバ
ート判決において、公判裁判官に門衛としての
役割を認め、新しい科学的証拠が十分に関連性
があり信頼性があるため証拠として許容できる
かどうかを判断する権限を与えた。」「ポリグラ
フ検査はフライ判決当時には比較的未完成
（relatively crude）であった。第11巡回区は“フ
ライ判決以降、ポリグラフ機器および技術が大
きく進歩した”ことを認めている。軍事証拠規
則707条の効果は科学的進歩を考慮せずにポリ
グラフ検査に関する法を凍結することである。
われわれは科学的証拠への門戸を開放すること
によって、真実追求機能はよりよく作用すると
考える。」「1995年のポサード判決（前出）と同
様に、ポリグラフ証拠は科学上有効であるとか、
単に事実認定者に役立つであろうと判示するの

ではない。われわれは単に、許容性の絶対的禁
止法則の障害物を除去するにとどまる。」「ドバ
ート判決が要求したように、軍事法廷裁判官は
門衛でなくてはならず、軍事証拠規則403条に
従い証拠価値と偏見的効果とを比較衡量しなけ
ればならない。われわれはこの点、1989年のピ
ッチノーナ判決（前出）の示した指針が適切と
考える133）」と判示したのである。
これに対し、合衆国最高裁は訴追側の上告受

理の申立てを容れ、「本件は、ポリグラフ証拠
を軍法会議手続で不許容とする軍事証拠規則
707条は憲法に違反して軍人である被告人の防
御権を侵害しているかどうかの問題を提起して
いる134）」としたうえで、8対1で、同規則707条
は憲法に違反しない旨の判断を示した。なお、
法廷意見を言い渡したトーマス裁判官の判示部
分はＡ､Ｂ､Ｃ､Ｄの4部分から成るが、Ｂ､Ｃの
部分はレンキスト首席裁判官のほか、スカーリ
ア、スータ両裁判官の同調を得たにとどまる。
したがって、法廷意見はＡ､Ｄのみであるが、
論述の便宜上、Ｂ､Ｃについても簡単にその要
旨を紹介しておく。法廷意見については引用文
献を除きほぼ全訳した。
【判示】 Ａ 州および連邦政府は信頼で

きる証拠が刑事裁判において事実認定者に提供
されることを確保するのに正当な利益を有する
ことには疑いがない。実際、信用できない証拠
の排除は多くの証拠規則の主たる目的である｡
「被告人（Ｘ）および反対意見の主張にもか

かわらず、ポリグラフ証拠が信頼できるという
ことには全くコンセンサスがない（there is sim-

ply no consensus）。今日まで、学界（scientific

community）はポリグラフ技術の伝統に関して2
極に分裂している（extremely polarized）。ある
研究によれば、ポリグラフ検査は総じて正確で
信頼性があるという。例えば、通常の対照質問
方式によるポリグラフ検査（the common control

question technique polygraph）を含む実験研究の
正確度は“87パーセント程度”という報告があ
る。他の研究によれば、ポリグラフ検査は真実
牲判断に関係があるとしても正確とはいえない
（asses truthfulness significantly less accurately）、
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すなわち科学的な実地調査の示すところによれ
ば“対照質問方式”によるポリグラフ検査の正
確度はコインを投げて得られるものとほぼ同じ
（little better than could be obtained by the toss of a

coin）、すなわち50パーセントであるという
135）。」
「このような学界での同意の欠如の結果、ポ

リグラフ検査の許容性および信頼性に関する州
および連邦裁判所の見解が分かれている。若干
の連邦控訴裁判所は、ポリグラフ証拠の絶対的
排除法則を破棄し、ドバート判決に従いその許
容または排除を地方裁判所の裁量に委ねてい
る。しかし、ある連邦控訴裁判所は最近、絶対
的禁止を再確認し、他の連邦控訴裁判所は、
“ポリグラフ検査は十分に信頼できる段階に達
しているため許容できるかどうかを判断しな
い”ことを指摘した。ほとんどの州（Most

States）は依然としてポリグラフ証拠の絶対的
排除法則を維持している。ニューメキシコは唯
一（unique）両当事者の事前の合意（prior stip-

ulation）なしに、かつ重要な制限（significant

restriction）なしに、ポリグラフ証拠を一般的に
許容している。このようなアプローチがどのよ
うなものであるにせよ、州および連邦裁判所は
そのような証拠が許容できるかについて疑念を
表明し続けているのである136）。」
「Ｘは、政府－とくに国防省－は日常的

にポリグラフ検査を利用しているのであるか
ら、政府はポリグラフを信頼できると考えてい
るに違いないと主張する。しかしながら、政府
機関のポリグラフ検査の利用は主として人事の
適格審査の領域（in the field of personnel screen-

ing）においてであり、時には犯罪捜査や諜報
捜査の際の道具として（to a lesser extent as a

tool in criminal and intelligence investigations）利
用されることがあるものの、公判で証拠として
利用されていない。このような限定的な公判廷
外でのポリグラフ技術の利用は、刑事裁判にお
ける証拠としてのポリグラフの利用とは明らか
に性格を異にし、その結果もそれほど重大では
ない（less severe consequence）。そのような利
用は公判での証拠としてのポリグラフの信頼性

を確証するものではないし、規則707条の絶対
的禁止を裏付ける信頼性への適切な懸念を無価
値とするものでもない（not invalidate reliability

as a valid concern）137）。」
「規則707条－すべての軍事裁判において

ポリグラフ証拠を排除する－の採用時に大統
領のとったアプローチは、信頼性のない証拠を
禁止する正当な利益を促進する合理的で均衡の
とれた方法である。ポリグラフ証拠の信頼性の
程度は確認できる種々の要因（a variety of iden-

tifiable factors）に依拠しているとはいえ、特定
の事案においてポリグラフ検査者の結論が正確
であるかどうかを知る方法は一切ない（simply

no way）。最上のポリグラフ検査であっても、
若干の疑念や不確実性が常につきまとう（ncer-

tain doubts and uncertainties plague）からである。
それ故、個々の法域は、ポリグラフ証拠が許容
されるべきかどうかに関して相異なる結論に到
達しても合理的といえるかもしれない（may

reasonablg reach differing conclusions）が、この
ような広範な不確実性に照らしてみると、すべ
てのポリグラフ証拠を絶対的に排除する規則を
公布した大統領の行為が恣意的ないし均衡を失
したものであるということはできない 138）。」
Ｂ 「規則707条が訴追側の第2の利益、すな

わち刑事裁判において信用性判断をするという
陪審の核心たる機能を維持することに役立つこ
とも同様に明らかである。わが刑事裁判制度の
基本的前提は、“陪審が嘘発見器である”（the

jury is the lie detector）ということである。それ
故、証人の重みと信頼性の判断は古くから陪審
に属する事柄とされてきた。ポリグラフ証拠は
その性質上、信用性を判断するという陪審の機
能を減少させうる。現場で発見された指紋、弾
丸、DNAの分析のように、陪審の知識外であ
る事実問題について証言する他の専門家証人と
は異なり、ポリグラフ専門家は証人が真実を述
べているかどうかについて自らの意見のほかに
他の意見（another opinion, in addition to its own）
を提供できる。各法域が証拠規則制定時に、科
学的知見の衣をまとった、あるいは時には本件
におけるように公判での最終事項（ultimate
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issue）についての結論を提供するポリグラフ検
査者の意見を過度に重視する危険性を懸念する
のも当然といえよう（may be legitimately con-

cerned）。そのような法域が、ポリグラフ証拠
に伴う不可謬性の雰囲気（the aura of infallibility）
のため、陪審は信頼性および有罪を判断する自
らの義務を放棄することになりうるとの判断を
下すのは正当といえよう。そのようなすべての
証拠を完全に排除する絶対的規則を公布するの
は、大統領の憲法に適った特権（his constitu-

tional prerogative）の範囲内のことである 139）。」
Ｃ 「規則707条の第3の正当な利益は、被告

人の有罪・無罪以外の争点にかかわる争いを回
避することにある。そのような副次的争いは、
刑事裁判を長びかせ、有罪・無罪の判断をする
中心的機能から陪審の注意をそらす危険があ
る。ポリグラフ証拠の提供を認めれば、ポリグ
ラフ検査および対照質問は適切かどうか、特定
のポリグラフ検査者は適格性を有し、生理的反
応を正しく解釈しているかどうか（等）のよう
な争点の評価が必然的に伴うことになろう。ポ
リグラフ証拠の許容性に関する（このような）
争いはその性質上副次的であるから、その許容
性を絶対的に禁止する規則はそれを回避する方
法として恣意的ないし不均衡なものではない
140）。」
Ｄ 原審判決は主としてロック（Rock v.

Arkansas, 483 U.S. 44 （1987））、ワシントン
（Washington v. Texas, 388 U.S. 14 （1967））およ
びチェインバーズ（Chambers v. Mississippi, 410
U.S. 284 （1973））の3判決に依拠するが、いず
れもポリグラフ証拠を提出する権利を支持する
ものではない。3判決で当裁判所が違憲と宣言
した証拠排除は被告人の防御権の基本的要素を
大きく侵害（significantly undermined）している
が、本件ではそのような侵害は認められないか
らである。これら3判決の事案とは異なり、「規
則707条は被告人の重要な利益とは何らかかわ
りがない。本件では、裁判官（the court mem-

bers）は被告人の観点から起訴犯罪に関連する
詳細な事柄をすべて耳にしており、規則707条
は事実に関する証拠の提出を披告人に認めてい

ないのではない。Ｘは単に自己自身の信頼性を
補強する専門家の提出を禁止されたにとどま
る、さらにロック判決で争点となった州法則と
は異なり、規則707条は被告人に自己に有利に
証言することを禁じていない、すなわち被告人
は事実についての自己の話を裁判官（the court-

martial members）に伝達することを選択して自
由に行動した。それ故、規則707条は、わが先
例の下で合憲である 141）。」
〔ケネディ裁判官の同調補足意見〕（オコー

ナ、ギンズバーグ、プライアー各裁判官同調）
前記Ａ､Ｄの意見には同調する。「ポリグラフに
関する議論がなお継続していることに照らす
と、証拠排除は憲法違反というほど恣意的ない
し不均衡ではないことに同意する。もっとも、
絶対的排除法則が賢明であるかは疑わしい。」
スティヴンズ裁判官が指摘するように「重要な
安全保障上の決定（vital security determinations）
をするための行政権によるポリグラフの広範な
利用とポリグラフ検査の不正確性を強調する本
件における議論には大きな矛盾（much incon-

sistency）がある 142）。」
さらにポリグラフ証拠を耳にすれば信用性を

判断する陪審の役割は損なわれる旨のＣの判示
部分は、行き過ぎと思われる。有罪か無罪かの
事実問題を判断する際の陪審の役割と権限の誤
解によるものであるとのステイヴンズ裁判官の
指摘に事実上同意する。“裁判における最終的
事項に関する結論”を陪審に聞かせるのは賢明
ではないというが、連邦証拠規則704条は、「意
見または推論の形式での証言が許容されている
限り、それが事実認定者によって決定されるべ
き最終的事項を含むものであったとしても、異
義の対象とはならない」と定めている。この点
につき、証拠規則諮問委員会注釈は、最終事項
に関する意見証言を認めない従前のルールは不
当に制限的であり、一般的に事実認定者から有
益な情報を奪うものである。その根拠は一般に
証人が、“陪審の領域を侵すことを阻止するこ
とにある”とされてきたが、これは“空虚なレ
トリック”に過ぎないと指摘している。このよ
うな規則704条の文言及び諮問委員会の理由付
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けに照らすと、Ｃの判示部分は説得的でない
143）。
〔スティヴンズ裁判官の反対意見〕「連邦証

拠規則にも連邦刑事訴訟規則にも規則707条と
の同一規定がない。さらに軍事施設においては
嘘発見器の利用が特別な役割を果たしている。
わが社会の民間領域でのそれほど組織的でない
嘘発見器の使用よりも、軍の実務は許容性ルー
ルにより好意的であることになる。軍はポリグ
ラフ検査の実施を注意深く定めている。軍は
“極めて厳格なポリグラフ検査者の基準”を維
持し、一般に合衆国内でのポリグラフ検査者の
最良の訓練施設と考えられる軍自体のポリグラ
フ研究所（Polygraph Institute）を設立している。
軍は何十万回ものポリグラフ検査を実施し、そ
の結果を日常的に種々の公式の判断材料（offi-

cial decisions）に用いている。なお、1981年か
ら1997年までの間に、国防省は、対情報活動、
防衛、および刑事捜査で生じた問題を解決する
ために40万回以上のポリグラフ検査を実施して
いる 144）。」
「法廷意見は、犯罪で告発された被疑者には

憲法上の防御権のあることをほとんど看過して
いる。」第6修正は、“被告人には強制的手続で
自己に有利な証人を喚問する権利がある”旨定
めている。この権利は“当事者主義自体の不可
欠の属性（essential attribute of the adversary sys-

tem itself）である”ことを理由に、われわれは
“自己を防御するために証人を提出する被告人
の権利ほど基本的な”権利はほとんどないと繰
り返し指摘してきた。ジョセフ・ストーリィ
Joseph Story）によれば、この規定は反逆罪や
重罪事案で被告人側証拠（defense evidence）を
絶対的に排除した悪名高いコモン・ロー・ルー
ルに反発して権利の章典に組み込まれたとい
う。「1967年のワシントン判決で無効と判示さ
れた証拠の許容性を絶対的に否定するルール
は、いわゆる共犯者の証言にかかわりがあった。
コモン・ローでは被告人、その配偶者、および
その共謀者のような利害関係者には証人適格が
なかった。」当裁判所は1987年のロック判決で
「信頼できない証拠を排除する州の正当な利益

は、“個々の事案において信頼できる証拠の絶
対的排除には及ばない”と結論した。この憲法
に関する記述は本件に直接関連する 145）。」
「ポリグラフ検査の信頼性は85パーセントか

ら90パーセント程度とする多くの研究報告があ
る。ポリグラフ批判者は、正確度はずっと低い
と主張するが、批判者の引用する研究報告であ
っても、ポリグラフの正確度を70パーセントと
している。」さらにポリグラフの誤まりの程度
に関する研究報告によれば、「本件におけるそ
れのように被告人に有利なポリグラフは不利な
それよりも信頼できる。」むろん、嘘発見器の
証拠は多種多様であり、検査者の適性等の判断
の結果、排除されることはありうるが、「この
種の専門家証言を絶対的に排除する根拠にはな
らない 146）。」
なお、有利なポリグラフ証拠が被告人によっ

て提出されうるというのであれば、検察官も
（被告人に）不利な証拠を提出することが認め
られるべきであると指摘されてきた。かかる結
論は、被告人の第6修正の証人喚問権を擁護す
る判決の命じるところではない。「さらに、上
述のように、研究の示すところによれば、有利
なポリグラフは不利なポリグラフよりも信頼で
きる。」いずれにせよ（両当事者の）合意の下
に得られたテスト結果を、無実の意識と同様に
有罪の意識を立証する証拠として許容すること
を認めることに何ら基本的な不公正があるとは
思えないのである 147）。

Ⅴ　問題点の検討

以上、ポリグラフをめぐるわが国の問題状況
を踏まえたうえで、シェファ判決に至るアメリ
カ法の動向をやや詳しく紹介してきた。そこで
これらを踏まえつつ、あらためて昭和43年最高
裁決定および従前の学説の問題点を検討したう
えで科学的証拠としての緊張最高点質問法の許
容性について考えてみたい。

１　昭和43年決定

昭和43年決定について最高裁調査官は「本件

35MEIJO  L.S.R.  No.15

ポリグラフ検査結果の許容性



は、ポリグラフ（Polygraph）検査結果回答書
を、その被検査者の供述の信用性の有無の判断
に供し、ひいて犯罪事実認定の証拠とすること
を肯定した、初めての最高裁決定である」とし
たうえで、次のようにいう。
（1） ポリグラフ検査というのは、ポリグ

ラフという器械で、被検査者の検査の際におけ
る呼吸、皮膚電気反射、血圧、脈はく等の状態
を測定し、これを総合的に観察して、被検査者
の返事内容の真偽を判断するテストのことであ
る。したがって、この検査の経過および結果を
記載した検査結果回答書は、被検査者の心理状
態についての鑑定書であり、刑訴法321条4項に
よって証拠能力をもつべき書面ということがで
きる。本件の検察官も、同条項によって証拠調
の請求をしたものであり、第1審裁判所も、そ
れを前提として、作成者を証人として尋問した
ものと思われる。
問題は、この検査によって、はたして被検査

者の返事内容の真偽が、相当程度の確実性をも
って判断できるか」ということである。このこ
とが肯定されなければ、刑事裁判のための証拠
資料としての適格性を欠くことになるからであ
る。なお、この適格性の問題を、証拠能力の問
題とみるか、関連性の問題とするかは、用語の
違いであるにすぎない。
「ポリグラフ検査技術のアメリカにおける権

威者インボー教授は、1948年から5年間にわた
り被疑者4280名に対してした検査の結果に基づ
いて、その正確度を95パーセントと見積もるこ
とができるとされており、わが国でも、ほぼ同
様の数字が出ているようである。」また、近時、
アメリカで使用されているレイド・ポリグラフ
（Reid Polygraph）－呼吸、皮膚振動、血圧、
脈はくおよび筋肉活動の測定装置を備えたも
の－によると、その正確度は、99パーセント
を超えるということである。
「従来、われわれは、はっきりした根拠もな

いのに、新しいものに対するおそれから、ポリ
グラフの正確度を低く評価しがちであったが、
この程度の正確度があれば、刑事裁判のための
証拠資料としての適格性を認めてよいのではな

かろうか。」
（2） 「ところが、アメリカでは、当事者

が証拠とすることに同意した場合は別として、
当事者の一方から他方の反対を押して提出され
た場合には、証拠として許容されないとするの
が判例・学説の大勢であるように紹介されてい
る。これは陪審裁判であることに主たる理由が
あるようであるが、それと同時に、アメリカで
は、ポリグラフそのもの、検査技術、検査者の
適格性などについて、はっきりした基準や統一
がなく、一般に、確率が高いものと思われてい
ないことによるのではないかと想像される。」
「これに反し、わが国では、科学警察研究所

が中心になって研究を進め、ポリグラフの改良
（現在使用されているのは、アメリカのキーラ
ー・ポリグラフに改良を加えたTRP１型であ
る）や統一的な検査技術の講習が行われている
ため、一般に、正確度が高いものと思われてい
るうえに、陪審裁判でないところから、証拠と
して許容する方向に向っているようである。す
なわち、昭和35年7月20日東京地裁判決（判例
時報243号8頁）のように、証拠適格を否定した
ものもないではないが、多くの下級裁判所は、
これを肯定している。……学説もおおむね同様
である。なお、昭和39年6月1日第2小法廷決定
（刑集18巻5号177頁）が、ポリグラフ検査の結
果を告げられた後になされた自白の任意性を肯
定したのも、同一の方向に向うものとみてよい
であろう。」
（3） 「本決定も、以上のような見地に立

って、本件回答書について、証拠適格を肯定し
たものである。」
（4） 本件被告人の検査結果回答書は、被

告人の積極的否認の主張を虚偽と認める一方、
捜査官に対する自白の信用性を高め、乙の検査
結果回答書は、その供述の信用性を高め、これ
らの各証拠とあいまって、犯罪事実認定のため
の証拠となったわけである。148）

このように調査官解説によると、「権威者イ
ンボー教授」の検査結果によればポリグラフ検
査の正確度は「95パーセント」とされており、
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わが国でも「ほぼ同様」であるとして、いわば
その裏付けとして山崎茂論文 149）が何度も引照
されている、すなわち、山崎論文が昭和43年決
定に大きな影響を与えたことになる。
問題は、この山崎論文は「主としてアメリカ

の一部実務家の肯定的意見のみを参考にして、
ポリグラフ検査回答書を定義し、さらに正確
度・法的地位についての肯定的論考が記載され
ている」のであって、例えば「あなたは甲を刺
した」という定義および証明力などの理解は、
「まさしく対照質問法的思考のみを指し、緊張
最高点質問法が考慮されていない 150）」ことに
ある。そして昭和43年決定にかかわる「被検査
者は被告人（女性）と被害者（女性）の2人で
ある。ポリグラフ検査は、被告人には緊張最高
点質問法を実施しているが、質問構成及び判定
においては、その原則が厳守されていないとい
う杜撰なものであり、更に被検査者の体調不良
（つわり）を無視した検査が実施されている。
なお検査実施が不当であるとの弁護側の訴えに
もかかわらず、検査情況の録音テープの取調べ
が行われていない。一方被害者の検査には質問
構成が杜撰な緊張最高点質問法と対照質問法に
より、被疑事実に関する全体的供述は『真実』
であるとの判定が行われている 151）。」のであ
る。
このようにみてくると昭和43年決定の問題点

は明らかであろう。最大の問題点は、2方式を
混同したまま、シェファ判決が明示するように
ポリグラフ検査結果の「信頼性については2つ
に分裂」しているにもかかわらず、その一方に
すぎない「権威者インボー教授」の見解を採用
し、ポリグラフ検査結果回答書を「犯罪事実認
定の証拠とすることを肯定した」ことにある。
この点につき大西一雄氏は、ポリグラフ検査が
わが国に導入されたのは現行刑事訴訟法の施行
後間もない頃であり、採用当初、最新鋭の鑑識
科学として重宝され、マスコミは「うそ発見器
にかけたところ黒と出たので……犯行を自供し
た……」というような報道をしたものである。
今、振り返ってみると、汗顔の思いがするとし
たうえで、次のように指摘する。すなわち、そ

の頃の技術は基礎的研究はおろか、理論的裏付
けが曖昧なまま、対照質問法を主軸にして検査
を行っていた。また、第一線の捜査官は否認事
件の取調べにあたり、被疑者の供述の信憑性よ
りも、自供を得るための補助手段としての効果
を重視していた。そのうちに一部の検査結果が
法廷に提出された。これに対して法曹界がアメ
リカの一部実務家たちの肯定的意見のみを参考
として、偏見をもってこの技術の法的地位を容
認してしまった。「これが前述の昭和43年の最
高裁判例であり、そこでまた実務としては技術
の理論的考察を先送りにしたまま、実務面にお
いて法曹界が示した法的解釈にあわせた運用を
余儀なくされ」、昭和46（1971）年警察庁刑事
局長通達ポリグラフ検査取扱要綱にが制定され
たと指摘しているのである 152）。
なお、ポリグラフ検査の結果が容疑濃厚（ク

ロ）と告げられると一転して、邪険にされた不
倫の相手方男性の住居に放火したことを認めた
とされる自白の任意性を肯定した昭和39年の最
高裁決定（刑集18巻5号177頁）の調査官解説も、
前記山崎論文を「行き届いた解説」であると註
記している 153）。
ちなみに、対照質問法による「正確度を95％」
とする「権威者インボー教授」は、通常の一般
市民に対するよりもより低い水準で被疑者に対
処することを主張し、相当な嫌疑を受けて逮捕
され不安定な状態にある被疑者の弱みを徹底的
に利用して自白を獲得する取調べ方法こそ望ま
しいとして、半生をかけてそのための取調べ技
術の開発に努めた人物である。そして“トリッ
ク”や“策略”などの心理的な尋問方法やテク
ニック」を用いることを正面から是認し、「暴
力、脅迫、利益誘導など無実の被疑者に虚偽の
自白をさせるおそれのある尋問方法」は当然禁
止されるが、それ以外のあらゆる方法やテクニ
ックを駆使して自白を獲得することを推奨して
いるのである。154）わが国でも、「第1級の捜査
官は一般的に自白を得ることを重視する傾向が
ある。」ポリグラフ検査は使い方によって自白
を得る手段として用いるのに都合よくできてお
り、「自白を得るのに効果的な検査は対照質問
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法によるものであ（る）」ことが指摘されてい
る 155）のはまことに象徴的である。

２　学説

前述のように、学説上はポリグラフ検査の法
的性格すなわち供述証拠か非供述証拠かをめぐ
り争いがあるが、いずれの見解も黙秘権の放棄
を認めあるいは検査の同意を要件としており
「実際問題としても必ず同意を得て行われてい
るため大きな争点ではない」とされてきた。し
かしながら、非供述証拠説によれば、少なくと
も理論的には、令状による強制は可能であり、
そして現に前出伊勢女性記者失踪事件のよう
に、捜査実務では検査の不同意者には鑑定処分
許可状の発付を得て検査を実施しているのであ
る。
ポリグラフ検査の積極的活用を主張する論者

は、「国産化され、かつ、改良が重ねられてい
るポリグラフ検査装置自体の信頼性について
は、使用時に故障を見逃す、使い方を間違える
等がない限り全く問題はない」としたうえで、
次のようにいう。すなわち、昭和43年決定は
「刑訴法326条1項の同意のない場合について、
直接判示してはいない。前述のようにポリグラ
フ検査は、心理検査の結果を非供述証拠として
用いるものであり、無返答式によっても可能で
ある。しかも、あらかじめ被検者から承諾をえ
て行われている。したがって、ポリグラフ検査
は被疑者の黙秘権と無関係であるか、または、
黙秘権を侵害していない。」「ポリグラフ検査結
果は非供述証拠であり科学的証拠であるから、
証拠能力と証明力とを分離して検討すべきであ
る。」「ポリグラフ検査についてのわが国の論稿
の中には、たとえ同意書をえていても、心理検
査という科学的技術の利用自体が基本的人権の
侵害であり許されないことを、前提としている
ものがある。このような科学的技術嫌いの価値
観ないし人間観も、尊重されるべきである。し
かし、取調べと自白を重視して誤判・冤罪を発
生させるよりは、その限界を十分認識しつつ、
司法的抑制の下で、捜査・公判へも科学技術を
採り入れることが望ましい。」「ポリグラフ検査

結果の利用をためらう法律家が多い理由の一つ
は、この懸念に加えて、基本的知識の入手難に
基づく偏見や無知であった。検査者側からの総
合的紹介論文が書かれた現在、ポリグラフ検査
について法律家は、せめてこれらの論文に目を
通し、偏見や無知を克服した上で論じるべきで
あろう」というのである 156）。
「取調べと自白を重視」するよりも、その限

界を十分認識しつつ「科学的技術を採り入れる
ことが望ましい」のは全くそのとおりであが、
右の指摘ないし提言には若干問題があるように
思われる。
まず第1に、ポリグラフ検査は、無返答によ

っても可能であるのは大西氏も強調されている
ところである 157）が、問題は、単なる心理検査
ではなく、あくまでも検査者の質問に対する応
答であるため、黙秘権と無関係といえないばか
りか、繰り返し指摘したように、実務では同意
のない場合には鑑定処分許可状の発付を得てポ
リグラフ検査の強制が行われている点にある。
第2に、ポリグラフ検査は自白を獲得するた

めに利用されているのであり、取調べと自白重
視の延長線上にあるのではないかとの疑問のあ
ることである。なお、昨今話題の足利再審事件
158）では、黎明期であったにもかかわらず犯人
に間違いないとしてDNA型鑑定結果を突き付
けられたためいわば観念して自白したものであ
ることが指摘されているのであって、いわゆる
科学的証拠と自白とが不可分の関係にあり、そ
の意味でポリグラフ検査の結果をクロと告げて
採取した自白の問題と異なるところはない。
ちなみに、「検査者側からの総合的紹介論文」

のひとつとされている山村＝山岡論文による
と、「コロンビア自治区巡回区裁判所は、ポリ
グラフ検査の原型であるマーストンの結果の採
択を見合わせたのである。法廷はこの技術の客
観的検討、科学的基礎研究の必要性を強く訴え
て、マーストンの結果を退け被告人フライの有
罪を宣告した。……しかし、歴史が刻む皮肉さ
はある種の事態にとってきわめて過酷であり過
ぎる場合がある。ポリグラフ検査はまさしく悲
劇の主人公としての宿命を背負って登場した異
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端児の役割を見事に演じきった感がある。何故
ならば被告人に有利な結果を提出したマースト
ンの判断はまったく正しかったのである。有罪
が宣告されて三年後被告人フライが犯したとさ
れた殺人事件の真犯人が検挙され、犯行を自白、
その内容の信ぴょう性も裏付けられフライの無
実が証明された。フライ判決は誤審であった。
当然の結果としてマーストンの虚偽判別検査の
正当性が立証されるに至った 159）」という。し
かしながら、前述のように被告人フライの“冤
罪”説はコネチカット州最高裁ポータ判決（前
出）によって“民間伝承”にすぎず、フライは
仮出獄（paroled）の前に18年間刑務所で服役し
ていたことが明らかにされているのである。
そして最後に、昭和43年決定は、被告人およ

び被害者の同意のあったポリグラフ検査結果で
あるにせよ、「権威者インボー教授」の「正確
度95％」という一方的な見解に立脚しつつ、原
理も判定方法もまったく異なる対照質問法と緊
張最高点質問法を混同したままポリグラフ検査
結果の証拠能力を肯定したという事実は否定で
きないのである。

３　緊張最高点質問法

本稿冒頭で指摘したように、わが国では2006
年から対照質問法は用いないことにポリグラフ
検査取扱要綱が改正され、さらに「我が国警察
でポリグラフ検査を導入したときに使用してい
た機器は、キーラー・ポリグラフであったが、
その後は国産の機器を使用し、さらに昭和59年
からは米国ラファイエット社製の機器を使用し
てきた。同社製の機器は、呼吸波、皮膚電気反
応、脈波を測定し、チャート紙にインクペンで
それらの波形を記録するというアナログ式のも
のであった。しかし、コンピュータの性能向上
や計測技術の進歩を受け、科学警察研究所がメ
ーカーと協力して、平成15年に新たに携帯用デ
ジタルポリグラフ装置を開発した。この新型装
置は平成15年及び16年に都道府県科捜研に整備
された 160）」という。したがって、わが国にお
いては今後、アメリカとは異なり、大西一雄氏
が主張されてきたように緊張最高点質問法によ

るポリグラフ検査結果が証拠として用いられる
可能性はある。
もっとも、この点に関し、取調べ状況に関す

る被告人と取調官の各供述のいずれが真実であ
るかを「うそ発見器」を使用した検査（ポリグ
ラフ検査）によって判定して欲しいとの被告人
側請求を却下した事例（浦和地決平成元.10.25
判例時報1331号161頁）が参考になる。
次のようにいう。すなわち「うそ発見器」に

よる検査には、通常、（1）「緊張最高点質問法」
及び（2）「対照質問法」という2種類の方法が
あるとされているが、まず（2）については、
そもそも検査結果の信頼性に欠け、裁判の基礎
資料にする余地はないと考えられている。他方、
（1）の方法による検査結果には、ある程度の信
頼性があるとされているが、右方法による検査
は、特定の事実に関する被検査者の認識の有無
を判定する目的で考案されたものであるため、
これを正確に行うためには、右事実が体験者で
しか知り得ない性質のものであることを要する
と共に、被検査者において、問題とされる認識
の時点以外に右事実を知り得る機会がなかった
と認められることが不可欠の前提であるとされ
ている。ところで、本件においては、「うそ発
見器」による検査により、取調べ状況に関する
被告人及び取調官の各供述のいずれが真実であ
るかの判定が求められているのであるが、問題
の取調べ状況に関する被告人および取調官の各
供述の内容は、従前の公判廷における証拠調べ
の結果すべて被告人及び取調官の知悉するとこ
ろとなっていると認められるから、両者の供述
の真否を判定するための適当な質問を想定する
ことができない。従って、右のような状況のも
とで「うそ発見器」による検査を実施してみて
も、裁判の基礎資料たり得る程度の信頼性を備
えた結果の得られる見込みが事実上存在しない
というべきであって、これを実施することには、
何らの意味がないと認められる。よって、本件
鑑定請求は、これを行うことが相当でないとし
て、却下することとするというのである。
このように、緊張最高点質問法によるポリグ

ラフ検査結果には、「ある程度の信頼性がある」
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にせよ、当該事実が検査以前に被検者において
その知悉するところとなっていないことが前提
とされるため、この前提要件を満たすことは実
際問題として至難であるように思われる。

Ⅵ　むすびとして

以上、わが国での問題状況を踏まえたうえで
ポリグラフ検査の許容性をめぐる近時のアメリ
カ法の動向についてドバート判決や連邦証拠規
則とのかかわりについても触れつつ、昭和43年
決定の問題点を検討してきたが、1998年の最高
裁シェファ判決の意義および問題点を再確認し
ながら若干の視点を指摘してさしあたりのむす
びとしたい。
まず第1に、シェファ判決の最大の意義は、

ポリグラフ検査の信頼性についてはなお激しい
争いがあることを理由に、刑事裁判でのポリグ
ラフ関連証拠の絶対的排除法則は合理的で均衡
を失していない旨明示した点にあるといってよ
い。1993年のドバート判決以降､フライの“一
般的承認”ではなく､“関連性”と“信頼性”
が科学的証拠の許容性の基準とされてきただけ
に、合衆国最高裁がポリグラフ検査の信頼性に
関する学界でのコンセンサスが完全に欠如して
いることを指摘して、少なくとも結果的には、
フライに従ってきた従前の絶対的な排除法則を
肯定した意義はまことに大きいといわねばなる
まい。
第2に、陪審の機能を侵害するおそれを理由

とする点については法廷意見が形成されなかっ
たことの意義も看過できない。ポリグラフ検査
に関する専門家の証言を許容すれば、信用性を
判断するという陪審の固有の役割は損なわれる
との見解は4裁判官の意見にとどまり、法廷意
見とはならなかった。わが国とは異なりアメリ
カでポリグラフ検査結果が証拠として許容され
ない「最大の理由」は陪審制度にあることがつ
とに強調されているだけに、法廷意見がポリグ
ラフ検査の信頼性に関する見解が2極に分裂し
学界でのコンセンサスが欠如していることだけ
を理由として、原判決を破棄差し戻した意義は

看過できないのである。
第3に、合衆国最高裁がポリグラフ関連証拠

の許容性を一切否定する絶対約排除法則を維持
した点も重要である。ポリグラフ証拠の許容性
の門戸を少し開けたことで注目された前述の第
11巡回区のピッチノーナ判決は、当事者の事前
の同意のある場合、あるいは自らその信用性を
弾劾された証人がそれを反駁する場合に限定す
れば、ポリグラフ検査結果を許容しても不当で
はない旨判示したにとどまる。ところがシェフ
ァ判決は、嘘つきであると法廷で徹底的に弾劾
された被告人がそれに反駁するために自己に有
利なポリグラフ検査結果を証拠として提出しよ
うとしたところ、ポリグラフ関連証拠はおよそ
許容できないと定める軍事証拠規則707条を根
拠に否定された事案であり、ピッチノーナ判決
の立場は事実上否定されたことになる。シェフ
ァ判決は両当事者の事前の同意のあった事案で
はないから、当然そのことに触れていないが、
同意は単に異義申立権の事前放棄にすぎず、ポ
リグラフ検査の信頼性とは全く関係がないから
理論的にも矛盾はない。
第4に、しかしながら、シェファ判決は、あ

くまでも被告人に有利なポリグラフ検査結果を
いわば回復証拠として許容することをも禁止す
る軍事証拠規則707条の規定は第6修正の証人喚
問請求権に違反しない旨判示したにとどまり、
ポリグラフ関連証拠の利用自体を全面的に禁止
したものではない。現に、ポリグラフ検査の信
頼性への疑問を表明しつつ、各法域がポリグラ
フ証拠の許容性に関して「相異なる結論に達し
ても合理的といえる」ことがありうる旨指摘し
ているのである。したがって、例えば、前述の
ように両当事者の事前の同意を前提に一定の範
囲内でポリグラフ検査結果を証拠として許容し
ても、それはポリグラフ検査の信頼性とはかか
わりがないから、合理的と解しうる余地は残さ
れていることになる。
第5に、アメリカの各法域裁判所とは異なり、

たとえ両当事者の同意がなくても、ポリグラフ
検査結果を許容するニューメキシコ州裁判所の
あることを指摘しておかねばなるまい。しかし
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ながら、同州では、以下の条件が満たされた場
合に限り、ポリグラフ証拠が許容されることに
留意しておく必要がある。すなわち、ポリグラ
フ検査者が同検査に5年以上の経験を有するこ
と、過去に引き続き20時間の教育を受けている
ことのほかに、「ポリグラフ検査はその全部が
テープ録音されたものであること、ポリグラフ
検査表はポリグラフ専門家によって信頼できる
ものと一般に認められるような方法で十分に記
録（scored quantitatively）されたものであるこ
と、さらに、すべてのポリグラフ資料が公判開
始の少なくとも10日以前に相手方当事者に提供
されなければならず、被験者に行われたポリグ
ラフ検査はすべて開示されなければならない。」
要するに、実施されたポリグラフ検査の全過程
をテープ録音したうえ、それを公判前に相手方
に全面的に開示しておくことがポリグラフ検査
結果を許容する前提要件とされているというの
である。
そして最後に、軍ではポリグラフ検査者の資

料要件等につき“極めて厳格な”統一的基準を
設けているとのスティヴンズ反対意見の指摘に
もかかわらず、シェファ判決は従前のポリグラ
フ関連証拠の絶対的排除法則を維持しているこ
とも見逃せない。このことは裏を返すと、真の
問題はポリグラフ検査等の統一的基準、規格に

あるのではなく、ポリグラフ検査自体の科学的
信頼性の有無にあることを示している。
いずれにせよ、合衆国最高裁がシェファ判決

において、ポリグラフ検査の信頼性をめぐる学
界の激しい争いを指摘し、結論としてポリグラ
フ関連証拠の許容性を一切否定する証拠規則の
合憲性を肯定した意義は大きい。同判決は被告
人に有利なポリグラフ検査結果であるため、合
衆国憲法第6修正の証人喚問請求権とのかかわ
りが問題となったが、ポリグラフの信頼性をめ
ぐる学界での2極化現象という指摘は法廷意見
でもあり、今後いわば先例としての拘束力を有
すると思われる。
もっとも、すでにみたように、わが国では、

アメリカと同様に対照質問法を排除したもの
の、緊張最高点質問法によるポリグラフ検査結
果が科学的証拠として許容される可能性のある
ことは否定できない。さらにスティンヴンズ反
対意見も指摘するように、被告人に有利なポリ
グラフ検査結果は不利なそれよりも「信頼でき
る」とされているのであり、今後さらに検討を
要する問題である。161）本稿では問題点を指摘
するにとどまったが、科学的証拠全般に関する
総合的研究を別途予定しており、その際あらた
めて本稿の不備を補いつつ再検討したいと考え
ている。
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12）最高裁（第1小決）昭和43.2.8刑集22巻2号55頁。本決定の評釈として、坂本武志・最高裁判所判例解説刑事篇昭和
43年度29頁、田宮裕・判例評論13号（判例時報516号）43頁、同・刑事訴訟法判例百選[新版]178頁、同[第3版]194頁、
光藤景皎・判例タイムズ225号66頁、坂口祐英・昭和43年度重要判例解説（ジュリスト433号）145頁、半谷恭一・
証拠法体系Ⅲ伝聞証拠240頁、山崎恵美子･研修369号89頁、西本晃章・刑事訴訟法の理論と実務（別冊判例タイム
ズ7号）340頁、大谷直人・刑事訴訟法判例百選[第4版]144頁、同[第5版]152頁、山室恵・警察関係基本判例解説100
（別冊判例タイムズ9号）76頁、荒木伸怡・刑事訴訟法判例百選[第6版]138頁、米山耕二・同[第7版]150頁等がある。
なお、ポリグラフ関連文献については右各評釈掲記のもののほか、とくに浅田和茂『科学捜査と刑事鑑定』第4章
97頁以下（有斐閣、1994年）参照。

13）大西一雄「ポリグラフ検査の見直し――実務家から法曹関係者へ――」判例タイムズ431号21－22頁（1981年）。
14）大西一雄「ポリグラフ検査の問題点――実務家の提言――」判例タイムズ875号43頁（1995年）。
15）United States v. Scheffer, 523 U.S. 303 （1998）. 本判決につき、松尾浩也「ポリグラフ検査結果に関する専門家証言
の許容性」法律のひろば1999年11月号58頁。

16）大西・前掲注3） 26頁は「検査結果は必ず科学的に信頼できる証拠資料となるものでなければならない。この観点
から、アメリカから導入された対照質問法によるポリグラフ検査は、今や、その科学性が認められず、これにかわ
って緊張最高点質問法によるポリグラフ技術が確実に育っていることを認識すべきである。全国の実務家に対し指
導的立場にある科学警察研究所は、早急に緊張最高点質問法によるポリグラフ技術の理論と運用の統一見解を示し、
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法曹界の審査を受けるべきである。」と主張していた。
17）山村武彦＝山岡一信「ポリグラフ検査における基本問題（3）検査質問法」警察学論集36巻1号140頁以下（1983
年）。

18）増井・前掲注1） 235頁。
19）山村武彦＝山岡一信「ポリグラフ検査の法的動向－特にアメリカ合衆国の軌跡」警察研究57巻9号31頁（1986年）。
なお、論者は本文引用文の前提として、29－31頁に以下のようなアメリカの「最近の法的動向」を紹介している。
参考文献が一括して末尾に掲記されているだけで、判例等の出典は明らかにされていないが、本稿との関係で重要
でもあるので、やや長いがそのまま引用しておく。
1960年代以降に始まったポリグラフ検査の理論的充実、技術の洗練、基礎的知見の集積といった点はこの技術を支

える学問－精神生理学の発達－と公的な機関による運用規制とが相まって飛躍的に充実した。この事実を受けア
メリカ合衆国におけるポリグラフ検査の法的評価およびその地位は前進している。フライ判決が求めたポリグラフ検
査の一般的承認という意図－それはこの技術の有効性、確実性そして理論的妥当性の確立を意味する－は徐々に
裏付けられ認識されている。全米50州のうち36の州でポリグラフ検査について各州が規定した内容（前述のポリグラ
フ検査条例を指す）に準拠して結果を許容する決定がなされており、13州はこれを許していない。残りの1州ではポ
リグラフ検査が関与した係争事案を経験していない。ポリグラフ検査結果を容認している州の中で1975年のニューメ
キシコ州のドーセイ事件でのポリグラフ検査結果の承認を筆頭に、15の州では反対側の異議申立てにも拘わらずポリ
グラフ検査に関する州の規定の正当性を認めている。又前記のニューメキシコ州やマサチューセッツ州最高裁判所で
は、ポリグラフ検査結果を証拠として採択している。さらに、ニュージャージイ州のワトソン事件、カリフォルニヤ
州のカッター事件、ニューヨーク州のウォルターとオコンネルの事件などの州裁判所からの上告審でも同じような判
断が下されている。1980年ニューヨーク州最高裁判所ウェストチェスター支部で審理されたダニエルズ事件において
示されたポリグラフ検査結果の証拠価値とは次のようなものであった。『当のポリグラフ検査結果が係争中の事実に
関連しており、被告人の人権を侵害しておらず、鑑定に際して予断の余地が無かった事が認められ、適正な法手続き
のもとに実施されている限りにおいて、この結果の実質的な証拠能力は認められるものと判断される。』と述べてい
る。この法廷では指紋、血液あるいは弾丸の鑑定に於いても同様の基礎を設けており、ポリグラフ検査結果がこれら
と同等の価値を有するものであることを強く支持したのである。
これらの各州のポリグラフ検査結果に対する評価の動向は、アメリカ合衆国連邦裁判所にも反映している。ワシン

トン自治区巡回区裁判所のザイガー事件、ニューヨーク州のディオガルディ事件、ハート事件といった陪審制度下の
事案で、ポリグラフ検査結果が証拠として採択されている。連邦巡回裁判所で争われた11の事案中9例がポリグラフ
検査結果を採用しており、概ね各公判の第1審の判断に準ずるのが一般的傾向となっている。他方アメリカ連邦最高
裁判所はポリグラフ検査の本質について直接表明した例は現在のところ存在しない。しかし犯罪捜査上必要と認めら
れる場合は勿論のこと、行政組織や企業内の不正を防止する目的でのポリグラフ検査の使用は何等違法ではないとす
る意見を述べている。又被告（人）の自認や自白の内容を吟味する際にポリグラフ検査結果は供述の任意性判断の重
要な材料であると指摘している。
こういった動向とは別にポリグラフ検査ではアメリカの法制度が産んだとみられる条件付き承認が適用される場合

が多いのも事実である。検察と弁護側双方がポリグラフ検査の結果いかんに拘わらずその結果を認めるよう事前に取
り決めた上で、検査の実施に同意することが許されている。あるいは被告（人）に不利な証言を行っている検察側の
証人に対して偽証の疑いに基づく強制的なポリグラフ検査の適用が計られる事も多い。さらにポリグラフ検査技術者
になされた自白あるいは自認は原則として被告（人）がミランダ判決で保障されている権益を放棄したものと見なさ
れている。これらの事象は法的に論議される必要はあるにしても、ポリグラフ検査結果を前述のような事態で承認す
る事に特別な疑義は持たれていない。
以上述べてきたようにポリグラフ検査結果の積極的な容認の姿勢は当然いくつかの根本的なポリグラフの科学性を

担保する事項が遵守されているとの了解が得られていて初めて成立するものである。ポリグラフ検査技術者の資格が
明らかに保障されており、法的に適正な手続が取られたという前提の下にポリグラフ検査結果が法廷に提出された場
合を指しているのを忘れてはならない｡
ともあれアメリカにおけるポリグラフ検査結果に対する法的地位は、わずかな情報に基づいて本邦に報告されてき

た内容とはかなり異る状況にある事は明らかである。アメリカの法曹界ひいては法廷は彼ら独自の判断でポリグラフ
検査の積極的承認に向っての評価を試みているのが実状である。それもポリグラフ検査の虚像を放逐しポリグラフ検
査本来の姿を法廷の尊厳において律するという立場を取りつつある。特に陪審制度下では、虚偽検出という名称が引
き起こす特異な影響力が懸念されていた事は否定出来ない。しかし、1972年ミシガン州東部地区で審理されたライド
リング事件を担当したジョイナー判事は、ここ数年のポリグラフ検査技術の目覚ましい進展を認め次の様に述べてい
る。いわく『被告人が受けることを承諾して、法廷が認めた有能な技術者により実施されたポリグラフ検査を陪審員
に呈示する事にはなんの問題もない』と。彼はポリグラフ検査の信頼性、妥当性を高く評価しこの技術の証拠能力を
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